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   第 ７ 回   熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

平成30年３月13日(火曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前11時23分休憩 

            午前11時29分開議

            午後０時15分休憩 

            午後１時８分開議

            午後２時15分休憩 

            午後２時24分開議

            午後２時43分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第45号 平成30年度熊本県一般会計予

算 

議案第46号 平成30年度熊本県中小企業振

興資金特別会計予算 

議案第50号 平成30年度熊本県港湾整備事

業特別会計予算のうち 

議案第51号 平成30年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計予算のうち 

議案第58号 平成30年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計予算 

議案第59号 平成30年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計予算 

議案第62号 平成30年度熊本県電気事業会

計予算 

議案第63号 平成30年度熊本県工業用水道

事業会計予算 

議案第64号 平成30年度熊本県有料駐車場

事業会計予算 

議案第89号 熊本県少年保護育成条例の一

部を改正する条例の制定について 

議案第90号 くまもと県民交流館条例の一

部を改正する条例の制定について 

議案第107号 権利の放棄について 

請第18号 (有)山口海運の岩石採取計画の

認可申請に関する請願 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

報告事項 

  ①水俣病対策の状況について 

  ②熊本地震に係る災害廃棄物の処理につ

いて 

  ③グループ補助金の執行状況等について 

  ④阿蘇車帰風力発電所２号機の廃止につ

いて 

平成29年度経済環境常任委員会における取

り組みの成果(案)について 

――――――――――――――― 

出席委員(７人) 

        委 員 長 早 田 順 一 

        副委員長 髙 野 洋 介 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

委  員  田 大 造 

委  員 西 山 宗 孝 

委  員 岩 本 浩 治 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部 

         部 長 田 中 義 人 

政策審議監 中 山 広 海 

環境局長 藤 本   聡 

県民生活局長 瀬 戸 浩 一 

環境政策課長 田 村 真 一 

水俣病保健課長 小 原 雅 之 

水俣病審査課長 三 輪 孝 之 

政策監 山 口 喜久雄 

環境立県推進課長 橋 本 有 毅 

環境保全課長 山 口 勝 也 
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自然保護課長 中 尾 忠 規 

循環社会推進課長 久 保 隆 生 

くらしの安全推進課長 猿 渡 信 寛 

消費生活課長 西 川 哲 治 

男女参画・協働推進課長 真 田 由紀子 

人権同和政策課長 園 田 正 喜 

 商工観光労働部 

部 長 奥 薗 惣 幸 

政策審議監         

兼商工政策課長 中 川   誠 

商工労働局長 寺 野 愼 吾 

新産業振興局長 村 井 浩 一 

観光経済交流局長 原 山 明 博 

国際スポーツ大会推進局長 小 原 雅 晶 

商工振興金融課長 浦 田 隆 治 

労働雇用創生課長 石 元 光 弘 

産業支援課長 末 藤 尚 希 

エネルギー政策課長 前 野   弘 

企業立地課長 小 牧 裕 明 

観光物産課長 永 友 義 孝 

国際課長 小金丸   健 

首席審議員兼         

国際スポーツ大会推進課長 水 谷 孝 司 

企業局 

局 長 原     悟 

次長兼総務経営課長 松 岡 大 智 

工務課長 武 田 裕 之 

労働委員会事務局            

局 長 一   喜美男 

審査調整課長 中 島 洋 二 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

議事課主幹 門 垣 文 輝 

政務調査課主幹 池 田 清 隆 

――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○早田順一委員長 ただいまから、第７回経

済環境常任委員会を開会いたします。 

 本日の委員会に３名の傍聴の申し出があり

ましたので、これを認めることといたしまし

た。 

 次に、本委員会に付託された議案を議題と

し、これについて審議を行いますが、今回

は、各部局ともに相当の量がありますので、

環境生活部と残りの商工観光労働部、企業局

及び労働委員会の出席を分けて説明を求める

こととしました。 

 まず、環境生活部から先に審議を行い、休

憩を挟みまして、商工観光労働部、企業局及

び労働委員会の審議を行います。その後、付

託議案の採決及び請願の審査を行います。 

 それでは、環境生活部の議案について、執

行部の説明を求めた後に、質疑を受けたいと

思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のまま簡潔にお願いいたしま

す。 

 それでは、環境生活部長から総括説明を、

続いて担当課長から資料に従い、順次説明を

お願いします。 

 初めに、田中環境生活部長。 

 

○田中環境生活部長 おはようございます。

環境生活部でございます。 

 環境生活部関係議案の概要につきまして御

説明を申し上げます。 

 今回提出しております議案は、予算関係２

議案、条例関係２議案でございます。 

 まず、第45号議案の平成30年度熊本県一般

会計予算でございます。 

 当部では、被災者の方々の生活再建と被災

地の創造的復興、将来にわたり幸せを実感で

きる新たな熊本の創造のため、総額161億

2,000万円余の予算を計上いたしておりま

す。 

 その主な内容について、熊本復旧・復興４

カ年戦略に沿って御説明を申し上げます。 

 まず第１に、安心で希望に満ちた暮らしの

創造として、少年を犯罪から守るためのイン

ターネット利用制限や被災者及び多重債務者
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等の生活再生支援、人権意識の向上を図る広

報、啓発に取り組んでまいります。 

 また、災害廃棄物処理に係る市町村負担の

軽減や災害廃棄物処理計画の策定支援など、

災害対応の強化を図ります。 

 あわせて、リサイクル製品認証制度にも取

り組み、循環型社会の形成を進めてまいりま

す。 

 さらに、経営者向けセミナーなどにより、

就業、雇用分野における女性活躍の加速化を

図ります。 

 第２に、未来へつなぐ資産の創造として、

水俣市にあります県環境センターの展示改修

を行い、環境学習拠点としての機能強化を図

ります。 

 また、国立公園満喫プロジェクトとして、

トレッキングコースの整備など、新たな魅力

向上に取り組んでまいります。 

 そのほか、硝酸性窒素の削減対策など、市

町村と連携の上、良質な地下水を守ってまい

ります。 

 第３に、次代を担う力強い地域産業の創造

として、未利用廃棄物や竹林など、循環可能

な資源活用の事業化支援や普及啓発に取り組

んでまいります。 

 最後に、世界とつながる新たな熊本の創造

として、児童生徒の台湾派遣などにより、グ

ローバル社会で活躍できる子供の育成に努め

ます。 

 なお、水俣病対策については、認定業務を

丁寧かつ迅速に進めるとともに、被害者の方

々に寄り添いながら、高齢化が進む胎児性・

小児性患者の方々の日常生活支援等に取り組

んでまいります。 

 また、昨年８月に発効した水俣条約を踏ま

え、県内企業の水銀回収や処理能力向上を図

り、県内の水銀含有製品の適正処理を推進し

ます。あわせて、海外の水銀専門家育成支援

にも引き続き取り組んでまいります。 

 次に、第59号議案の平成30年度熊本県のチ

ッソ株式会社に対する貸し付けに係る県債償

還等特別会計予算でございます。 

 チッソ県債に係る元利償還金等として、総

額58億9,100万円余の予算を計上しておりま

す。 

 以上により、予算総額は、一般会計と特別

会計を合わせて220億1,100万円余となりま

す。 

 次に、条例関係ですが、法律の一部改正に

よる関係規定の整備など、２件を御提案して

おります。 

 そのほか、水俣病対策及び災害廃棄物の処

理状況につきまして御報告いたします。 

 詳細につきましては、関係課長が御説明い

たしますので、御審議のほどよろしくお願い

を申し上げます。 

 

○早田順一委員長 次に、担当課長から説明

をお願いいたします。 

 

○田村環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 経済環境常任委員会説明資料の２ページを

お願いいたします。 

 まず、一般会計でございますが、公害対策

費といたしまして１億7,100万円余を計上い

たしております。右側の説明欄をごらんくだ

さい。 

 １、職員給与費といたしまして１億3,692

万円を計上しておりますが、これは平成30年

１月１日現在の環境政策課職員の給与をもと

に算定したものでございます。 

 職員給与費につきましては、各課とも同様

でございますので、各課長からの説明は省略

させていただきます。 

 続きまして、２、公害対策促進費ですが、

国等との連絡調整等に要する経費でございま

して、1,064万円余を計上しております。 

 ３の環境立県推進費ですが、水銀フリー推

進事業として2,351万円余を計上しておりま
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す。水銀フリー社会の実現に向けた情報発信

や水銀研究留学生への奨学金のほか、新たに

水銀回収処理システムの構築支援に要する経

費を計上いたしております。 

 公害対策費は、前年より3,600万円余増加

しておりますが、これは主に職員給与費の増

でございます。 

 続きまして、３ページをごらんください。 

 チッソ特別会計への繰出金22億5,600万円

余を計上いたしております。次ページ以降で

も御説明いたしますけれども、平成７年政治

解決一時金県債の元利償還等に充てるために

繰り出すものでございます。 

 なお、一般会計につきましては、合計で24

億2,800万円余の予算を計上しております。 

 次に、４ページをごらんください。 

 熊本県のチッソ株式会社に対する貸付けに

係る県債償還等特別会計でございます。 

 平成30年度予算におきましては、平成29年

度のチッソの経常利益を55億円、うち自力返

済分が17億2,000万円余として算定をしてお

ります。 

 上２段が、水俣湾堆積汚泥処理事業に係る

県債の元利償還金、下２段が、患者県債の元

利償還金でございます。 

 ５ページをごらんください。 

 上２段が、平成７年の政治解決一時金県債

の元利償還金です。 

 ３段目の特別貸付金ですが、これは、平成

12年の閣議了解に基づき、チッソの償還額の

一部を県が貸し付けるものでございます。な

お、貸付金の財源といたしましては、特別県

債を充てております。 

 ４段目及び６ページの１段目は、その特別

県債の元利償還金でございます。 

 ６ページの２段目、３段目は、水俣病特措

法による救済のために発行しました一時金県

債の元利償還金でございます。 

 なお、特別県債と水俣病特措法によります

救済のために発行しました一時金県債の元利

償還金におきましては、100％の交付税措置

がなされております。 

 以上、特別会計を合計いたしまして58億

9,100万円余を計上しております。 

 なお、財源は、チッソからの負担金、国庫

補助金、県債及び３ページの繰出金となって

おります。 

 また、昨年度に比べまして33億円余りの減

となっておりますが、これは水俣湾堆積汚泥

処理事業及び患者県債の約定償還が大幅に減

少したことによるものでございます。 

 環境政策課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○小原水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。  

 説明資料の７ページをお願いいたします。 

 ２段目の公害保健費でございますが、右側

の説明欄に主なものを記載しております。 

 まず、１の公害被害者救済対策費でござい

ます。 

 (1)の環境・福祉モデル地域づくり推進事

業は、水俣病犠牲者慰霊式やもやい祭り、も

やい音楽祭など、水俣市や芦北町が行う慰

霊、もやい直しの取り組みなどに対する補助

でございます。 

 (2)の水俣病関連情報発信支援事業費は、

水俣病資料館を拠点とした情報発信や水俣病

発生地域の市、町や民間団体が行う水俣病に

関する啓発事業に対する補助でございます。 

 次に、２の水俣病患者保健福祉事業は、在

宅の水俣病認定患者の方々に対する家庭訪問

による療養指導の実施や療養用具の支給に要

する経費でございます。 

 続きまして、８ページをお願いいたしま

す。 

 ３の水俣病総合対策事業費でございます。 

 (1)の水俣病総合対策費等扶助費は、水俣

病被害者手帳を所持する方の医療費に要する

経費などでございます。対象者数の減少や支
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給実績等を踏まえ、今年度に比べまして２億

2,800万円余を減少した、86億4,600万円余を

計上しております。(2)の胎児性・小児性水

俣病患者等の地域生活支援事業は、胎児性・

小児性患者の方々の日常生活や社会参加の支

援等に要する経費でございます。(3)の水俣

病発生地域リハビリテーション強化等支援事

業は、水俣病発生地域の市や町が行う水俣病

被害者のリハビリ事業に対する補助でござい

ます。 

 以上、水俣病保健課、合計91億3,600万円

余を計上しております。御審議のほどよろし

くお願い申し上げます。 

 

○三輪水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 説明資料の９ページをお願いいたします。 

 ２段目の公害保健費でございますが、右側

の説明欄をお願いします。 

 １の公害被害者救済対策費につきまして、

(1)の公害健康被害認定審査会は、水俣病認

定審査会を運営するための経費でございま

す。 

 次に、(2)の水俣病認定検診費は、審査の

前提となります疫学調査や検診等に要する経

費となります。(3)の争訟対策費は、水俣病

関係の訴訟や行政不服審査請求に対応するた

めの経費でございます。 

 次に、２の水俣病総合対策事業費の(1)治

療研究事業扶助費でございますが、これは、

水俣病の認定申請後、原則１年を経過した方

に医療費等を支給する事業でございます。 

 今のページの右から５番目の列の比較(Ａ)

－(Ｂ)の欄でございますが、前年度に比べま

して3,130万円余の増となっております。こ

れは、認定申請の多い天草地域におきまし

て、新たに検診機器を整備するための経費

を、先ほど御説明申し上げました(2)の水俣

病認定検診費に計上していることなどによる

ものでございます。 

 では、次のページをお願いいたします。 

 (2)の水俣病診療拠点設置・ネットワーク

構築事業でございます。これは、熊本大学と

水俣地域等の基幹病院をネットワークで結

び、水俣病診療について、最新の医療やより

専門的な指導、助言などを行うことができる

ようにするという事業でございます。 

 水俣病審査課は以上でございます。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明資料の11ページをお願いします。 

 ２段目の計画調査費ですが、２億3,802万

円余をお願いしています。 

 主な事業ですが、説明欄１の公営企業貸付

金は、企業局の工業用水道事業会計の資金不

足等に対する貸付金です。 

 ２の水資源開発調査費は、主に公益財団法

人くまもと地下水財団への負担金です。 

 ３の地下水保全対策費の(1)「水の国くま

もと」推進事業は、高校生フォーラム開催や

チラシ、ステッカー作成など、熊本の水の魅

力の情報発信等に要する経費です。(2)の地

下水保全条例円滑施行事業は、条例に基づく

地下水採取許可手続の運用等に要する経費で

す。 

 12ページをお願いします。 

 公害対策費ですが、１億8,923万円余をお

願いしています。 

 説明欄２の環境政策推進費の(1)は、環境

センターの管理運営に要する経費、(2)は、

環境審議会の運営やくまもと環境賞表彰等に

要する経費です。(3)環境センター拠点機能

強化事業は、平成18年度に整備した常設展示

について、経年劣化による機器の故障やふぐ

あい等が生じていることから、環境教育拠点

機能強化のため常設展示のリニューアルを実

施するものです。 

 ３の地下水保全対策費は、県内33カ所に設

置している地下水観測井による地下水位の監
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視に要する経費です。 

 13ページをお願いします。 

 ４の環境立県推進費の(1)有明海・八代海

再生推進連携事業は、有明海、八代海等の再

生に向けた調査検討や普及啓発等に要する経

費です。(2)の地球温暖化対策推進事業は、

地球温暖化防止に向けた県民運動や事業者計

画書制度の推進等に要する経費です。(3)の

くまもとらしいエコライフ普及促進事業は、

日々の生活や企業活動そのものが環境に配慮

した行動となるよう、さまざまな普及啓発等

を実施するための経費です。 

 14ページをお願いします。 

 公害規制費でございますが、268万円余を

お願いしています。これは、水環境教育推進

事業として、幼稚園や小中学校等での出前講

座等に要する経費です。 

 最後に、２段目の工業用水道事業会計等繰

出金ですが、２億881万円余をお願いしてい

ます。これは、企業局の工業用水道事業会計

の企業債元利償還金等に対する繰出金として

一般会計から拠出するものです。 

 以上、環境立県推進課は、合計で８億

1,705万円余を計上しています。 

 以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いします。 

 

○山口環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 説明資料の15ページをお願いいたします。 

 まず、公害対策費といたしまして１億

7,067万円余を計上しております。 

 主な事業を御説明いたします。説明欄の

２、環境政策推進費をごらんください。 

 (1)環境影響評価審査指導費は、環境アセ

スメントに係る審査手続に要する経費でござ

います。(2)県有建築物アスベスト(レベル

２)使用状況調査事業は、昨年度から実施し

ておりますが、来年度も引き続き調査を実施

するものでございます。調査の結果、飛散の

おそれが判明した場合は、アスベストの除去

等、適切な措置を講ずることとしておりま

す。 

 次に、２段目、公害規制費として１億

8,778万円余を計上しております。 

 主な事業を御説明いたします。16ページを

お願いいたします。 

 説明欄(3)水質汚濁規制費は、工場、事業

場に対する指導や立入検査、水質事故が発生

した場合の原因調査等に要する経費でござい

ます。(4)硝酸性窒素対策推進事業は、硝酸

性窒素による地下水汚染が県内の広い範囲で

確認されていることから、地下水の常時監視

や関係機関による対策会議の開催等に要する

経費でございます。(5)水生生物の保全に係

る水質環境基準の類型指定事業は、来年度の

新規事業でございまして、化学物質による水

生生物への影響を防止する観点から、魚介類

等の水生生物の生息及び育成環境の保全を図

るため、県内河川や湖沼における水生生物の

生息状況等に応じた類型指定等に要する経費

でございます。 

 次に、２の公害監視調査費でございます。 

 (1)大気汚染監視調査事業は、光化学オキ

シダントやＰＭ2.5などの大気汚染物質の常

時監視等に要する経費でございます。(2)環

境放射能水準調査は、国の委託を受け、モニ

タリングポストによる大気中の放射線量や環

境中の放射性物質を調査する経費でございま

す。 

 17ページをお願いいたします。 

 (5)水質環境監視事業と(6)地下水質監視事

業は、公共用水域や地下水の水質の常時監視

等に要する経費でございます。(7)保環研機

器更新整備事業は、県の保健環境科学研究所

における分析機器の計画的な更新に要する経

費でございます。(8)航空機騒音常時監視調

査機器整備事業は、老朽化した騒音測定器の

更新に要する経費でございます。 

 次に、18ページをお願いいたします。 
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 環境整備費として２億8,599万円余を計上

しております。 

 (1)水道事業施設整備事業は、市町村が実

施する老朽化した水道管の更新等に対する補

助及び指導監督に要する経費でございます。

(2)水道広域化施設整備利子補給事業は、八

代工業用水を上水道に転用、給水している上

天草・宇城水道企業団に対して行う企業債利

子償還金の助成に要する費用でございます。 

 以上、総額で６億4,444万円余を計上して

おります。 

 環境保全課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○中尾自然保護課長 自然保護課です。 

 予算資料の19ページをお願いします。 

 鳥獣保護費としまして8,500万円余を計上

しております。右の説明欄をごらんくださ

い。 

 ３の鳥獣保護対策事業費としまして3,700

万円余を計上しております。 

 (1)、(2)、(3)、これは、主としまして市

町村が実施する農林被害対策費としまして、

猿やクリハラリス、ニホンジカの捕獲、特定

外来生物アライグマ等の防除の助成です。 

 次に、20ページをお願いします。 

 (4)の指定管理鳥獣捕獲等事業ですが、こ

れは、県が事業実施主体となりまして、ニホ

ンジカやイノシシの捕獲強化のための実証事

業、あわせまして有害鳥獣駆除の担い手育成

等に要する事業経費でございます。 

 次に、２段目で、自然保護費としまして１

億3,700万円余を計上しております。 

 次の21ページをお願いします。右の説明欄

をごらんください。 

 ３の自然環境保全対策事業費7,900万円余

のうち、(3)の特定外来生物スパルティナ属

防除対策事業で7,200万円余は、坪井川、大

野川、砂川河口に生息しますイネ科のスパル

ティナの駆除に要する経費でございます。 

 次に、２段目の観光費としまして６億

6,400万円余を計上しております。右の説明

欄をごらんください。 

 ２の観光施設整備事業費としまして６億

4,500万円余を計上しております。 

 22ページの説明欄をごらんください。 

 (3)の国立公園における国際化・老朽化対

策等整備交付金事業3,100万円余は、雲仙天

草国立公園内の休憩所や遊歩道の整備に要す

る経費でございます。 

 (4)の国立公園満喫プロジェクト推進事業

５億6,400万円余は、阿蘇くじゅう国立公園

内におきまして、トレッキングコースの整

備、菊池渓谷内の施設整備、阿蘇駅前の景観

整備に要する経費でございます。 

 以上、総額８億8,700万円余を計上してお

ります。 

 自然保護課の説明は終わります。御審議よ

ろしくお願いします。 

 

○久保循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 説明資料の23ページをお願いいたします。 

 １段目の公害対策費のうち、説明欄の３、

環境立県推進費中のバイオマス利活用推進事

業ですが、廃棄物や竹などの未利用のバイオ

マス資源を有効活用する取り組みを支援し、

循環型社会の形成を推進する事業です。 

 来年度は、あわせて地域経済を牽引する事

業展開を後押しするため、国の地域未来投資

促進法に基づく支援措置を活用して、国、県

に承認された事業計画に基づく民間事業者の

取り組みへの補助を行うため、9,200万円余

の計上をお願いするものでございます。 

 次に、２段目の環境整備費のうち、説明欄

の１、一般廃棄物等対策費中の新規(1)災害

廃棄物処理基金補助事業ですが、市町村が実

施する熊本地震に伴う災害廃棄物処理に対し

ましては、財政支援として、まず、国庫補助

金等交付税措置により97.5％まで措置されま
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す。原則的に、残る2.5％が市町村の負担と

なるわけですが、被災程度と税収の規模に応

じて財政負担をさらに軽減するために、昨年

度までに国庫補助金を財源として積み立てた

基金から、補助金２億9,700万円余の支出を

予定するものでございます。 

 また、次の新規(2)災害廃棄物処理支援事

業については、熊本地震における災害廃棄物

処理の実績と反省点等を踏まえて検証報告書

をまとめるとともに、県内市町村の災害対応

能力の強化を目指しまして、災害廃棄物処理

計画の策定や職員の育成等を支援する取り組

みに要する経費でございます。 

 続きまして、24ページをお願いいたしま

す。 

 説明欄の２、産業廃棄物対策費の中で、

(3)産業廃棄物処理施設モデル事業で5,000万

円、(4)エコアくまもと環境教育推進事業で

1,200万円余をお願いしておりますが、いず

れも公共関与型最終処分場エコアくまもとの

関係で、施設設置に伴う地元の地域振興策へ

の交付金と県北の環境教育拠点としての活動

経費でございます。 

 続きまして、25ページをお願いいたしま

す。 

 (6)リサイクル製品等利用促進事業につき

ましては、循環型社会の形成を推進するた

め、廃棄物を活用して製造されるリサイクル

製品について、有識者の御意見を踏まえて品

質や安全性等に対する認証基準を策定してお

りまして、今後、土木資材などを中心に、適

合する製品を認証し、段階的に利用促進を図

る事業でございます。 

 25ページ最下段に記載のとおり、人件費を

含め、合計９億2,400万円余をお願いするも

のでございます。 

 循環社会推進課からは以上でございます。

よろしくお願いいたします。 

 

○猿渡くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 説明資料26ページをお願いいたします。 

 ２段目の交通安全対策促進費としまして

925万円余を計上しております。 

 その主な事業としましては、説明欄の１の

とおり、県の交通安全推進連盟が行います交

通安全運動及び広報啓発活動に対する助成

や、３のとおり、交通事故相談所におけます

交通事故被害者等のための相談業務に要する

経費でございます。 

 資料27ページをお願いいたします。 

 上段の諸費の社会参加活動推進費としまし

て223万円余を計上しております。 

 その事業としましては、犯罪の起きにくい

まちづくりのための推進事業や犯罪被害者等

支援の理解促進のための広報、啓発等に要す

る経費でございます。 

 最下段の青少年育成費としまして1,035万

円余を計上しております。 

 その主な事業としましては、県少年保護育

成条例に基づきまして、有害環境の調査及び

浄化活動を行う少年保護育成条例実施事業

や、小中学生等を台湾へ派遣し、交流活動を

通じ、グローバル社会に視野を向けた子供の

育成を図るグローバルジュニアドリーム事業

に要する経費でございます。 

 資料28ページをお願いいたします。 

 農業総務費の地域食品振興対策費としまし

て1,744万円余を計上しております。 

 その主な事業としましては、食品の残留農

薬等の検査の実施に要する食品検査体制整備

事業に要する経費でございます。 

 以上、総額で１億6,205万円余をお願いし

ております。 

 予算関係については以上でございます。 

 続きまして、資料の33ページをお願いいた

します。 

 議案第89号、熊本県少年保護育成条例の一

部を改正する条例の制定についてでございま

す。内容につきましては、35ページの条例案
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の概要で説明をいたします。 

 青少年が安全に安心してインターネットを

利用できる環境の整備等に関する法律の一部

改正に伴いまして、有害情報の閲覧防止に関

して、所要の規定を整備するものです。 

 主な改正内容としましては、有害情報閲覧

防止に係る説明義務の対象者及び対象機器の

拡大、有害情報のフィルタリング有効化措置

に関します事業者等の書面の交付義務及び保

存義務、保護者の不要申し出に係る書面の提

出義務の追加、改正事項に係る事業者等の義

務について、知事の事業者等への勧告の追加

などでございます。 

 くらしの安全推進課は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○西川消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 説明資料の29ページをお願いします。 

 消費者行政推進費といたしまして２億239

万円余を計上しております。前年度と比較い

たしまして4,608万円の減でございます。こ

れは主に国の交付金の減でございます。 

 交付金につきましては、平成30年度の交付

金制度の見直しにより、これまでの交付金に

係る国の予算額が、全国ベースで約４割削減

されております。なお、本県におきまして

は、災害に関連した事業等の縮小による交付

金の減もございます。 

 説明欄をごらんください。 

 ２、消費者行政推進費は、主に国の交付金

を活用した事業でございます。 

 (1)地方消費者行政推進事業は、県消費生

活センターの専門家と連携した相談対応、研

修の実施など、市町村相談窓口の機能強化の

支援及び消費者行政に取り組む市町村への補

助等に要する経費でございます。 

 次に、(2)消費者自立のための生活再生総

合支援事業でございますが、熊本地震で被災

された方や多重債務者などに対しまして、生

活再生に向けた家計診断、債務整理に伴う生

活資金の貸し付け、貸し付け後の償還完了ま

でのサポート等、一貫した支援を行う経費で

ございます。 

 (3)災害関連消費生活相談機能強化事業

は、県消費生活センターにおける地震関連の

無料法律相談の実施や被災地の仮設相談施設

設置などの経費を補助するものでございま

す。 

 なお、交付金減への対応といたしまして

は、県事業の見直しによる縮減を行いまし

て、市町村の消費者行政への影響ができるだ

け生じないよう、市町村補助金の確保を優先

した予算を計上しております。 

 続きまして、３、消費生活センター費は、

県消費生活センターの消費生活相談員13名に

よる相談対応及び啓発事業の実施に要する経

費でございます。 

 消費生活課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○真田男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 説明資料の30ページをお願いします。 

 ２段目の諸費でございますが、社会参加活

動推進費として114万円余をお願いしており

ます。これは説明欄にありますように、ＮＰ

Ｏとの情報交換や連絡調整、ＮＰＯ法人の認

定等に要する経費でございます。 

 ３段目の社会福祉総務費でございますが、

２億1,203万円余をお願いしております。右

側の説明欄をごらんください。 

 ２の社会福祉諸費は、くまもと県民交流館

パレアの指定管理委託料、ビル管理組合負担

金など、維持管理に要する経費でございま

す。 

 ３の男女共同参画推進事業費につきまして

は、熊本県男女共同参画推進条例及び熊本県

男女共同参画計画並びに女性活躍推進法に基

づきまして、男女共同参画を総合的かつ計画
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的に進める事業です。 

 31ページをお願いします。 

 主な事業といたしまして、(2)は、女性全

般に係る総合相談業務、(3)は、労働・経済

分野における女性の活躍を促進するための各

種取り組みに要する経費でございます。 

 以上に人件費を加えまして、総額２億

3,550万円余をお願いしております。 

 続きまして、説明資料の36ページをお願い

します。 

 議案第90号、くまもと県民交流館条例の一

部を改正する条例についてでございます。内

容につきましては、37ページの条例案の概要

で説明いたします。 

 ２の改正の内容をごらんください。 

 改正の１点目は、(1)指定管理者の業務拡

充に伴う規定整備です。これは、県職員の引

き揚げに伴い、職員規定を削除するもので

す。 

 ２点目は、(2)施設改修に伴う規定整備で

す。これは、新しく会議室を設置するのに伴

い、使用料を設定するものです。 

 条例の施行日は、平成30年４月１日を予定

しております。 

 男女参画・協働推進課は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○園田人権同和政策課長 人権同和政策課で

ございます。 

 資料の32ページをお願いいたします。 

 上段の諸費につきまして、右の説明欄をご

らんください。 

 ２の人権啓発推進費につきまして、5,868

万円余をお願いしております。 

 主な事業といたしまして、(1)、(2)の事業

は、人権啓発活動に関する法務省の委託事業

に係るものでございます。(1)は、市町村が

受託し実施する事業1,099万円余、(2)は、当

課が受託し実施する広報・啓発事業等4,045

万円余でございます。 

 次に、２段目の社会福祉総務費ですが、説

明欄の２の地方改善事業費につきまして、１

億5,565万円余をお願いしております。 

 (1)の地方改善事業費は、市町村が設置す

る隣保館等の運営指導等に要する経費１億

3,294万円余、(2)の人権問題連携調整費は、

行政や諸団体等と連携して啓発活動等に取り

組むための経費2,271万円余でございます。 

 以上、課合計で２億9,278万円余をお願い

しております。御審議のほどよろしくお願い

いたします。 

 

○早田順一委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いいた

します。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のままで説明をしてください。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○城下広作委員 ちょっと２ページの部分

で、部長の挨拶の中にもありましたけれど

も、県内企業の水銀回収の処理能力向上を図

るということ、適正処理を推進するためなん

ですけれども、これは、産廃で集まった部分

は、県内で処理する分と県外で処理する分の

ちょっと比率を教えてください。県内で大体

全体出るうちの何％を県内でやっている、何

％は県外に持ち出して処理をお願いしてい

る、その比率を。 

 

○田村環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 水銀の処理に関しまして、済みません、今

詳しい資料を手元に持っておりませんけれど

も、ほとんどが県外で処理しておったと思い

ます。 
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 最終処分は北海道のほうに持っていってお

りますので、今回支援をいたしますのは、中

間処理を行います業者で、県内に今１企業ほ

どございます。そういった企業の事業の拡大

とかをすることによりまして、最終処分とか

中間処理の割合を県内で少しでもふやしてい

こうということでの費用でございます。 

 

○城下広作委員 なかなか技術が難しくて県

内でできないというか、日本ではもう限られ

たところでしかできないんですね。だから、

そこに持っていくだけしかないという、だけ

ど、水銀フリーのこの熊本で条約を結んだと

いうことで、今、熊本で、逆に言えば――も

ともと産廃というのは、自分の県で出た分は

自分で処理するというのが一番理想的なもの

だから、そういうことが仮にできればいいな

と思いながら、現実はどうかなということを

確認させていただきました。わかりました。 

 

○ 大造委員 水銀フリー推進事業を始め

て何年かたつと思うんですが、これは、この

事業を進める前から水銀というのは特別処理

の仕方があったと思うんですが、こういう事

業を別個でつくったとして、推進するとし

て、何か顕著な結果というのは出ているんで

すか。その辺を教えてください。 

 

○田村環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 環境政策課と循環社会推進課のほうで水銀

フリーの取り組みを進めさせていただいてい

ますが、私どもの課のほうでは、主にこの水

銀留学生への支援ですとか、あるいは情報発

信、そういったところにおきまして、いわゆ

る水銀の適正処理、あるいは水銀の専門家を

育成するということでの事業を行っておりま

す。 

 今年度は、参考までに、市町村とか、ある

いは県内の機関におきます水銀を使っていま

した製品をまとめて処理しまして、いわゆる

一体的に整理することで経費を安くすること

によりまして、適正に処理するという事業を

うちの課ではやっております。 

 

○久保循環社会推進課長 水銀の関係で、循

環社会推進課におきましては、この間、法令

の整備というものが国においてどんどん進め

られております。昨年の10月から、新たに水

銀の区分ごとにおける処理の仕方とか、そう

いうものが法令上施行されておりますので、

そういった体制に県内業者がきちんと対応で

きるように、そういう指導というものを繰り

返しております。 

 

○ 大造委員 わかりました。 

 

○城下広作委員 じゃあ、次の部分に。12ペ

ージの地下水保全対策費で、県内に設置され

ている観測井戸、常時監視するということな

んですけれども、熊本震災以降、いわゆる昨

年の観測で、そういう何か変化があったの

か、もともとの定点の場所で変化があってい

るのか、この辺のことの影響はどうなんでし

ょうか。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 熊本地震以降の地下水変動につきまして、

県内33カ所に設置しております観測井戸の水

位、毎月調べているところなんですけれど

も、地震後、地下水位が大きく低下している

状況にはございません。 

 

○城下広作委員 了解です。じゃあ、また来

年度の部分で、いろいろと変化がなければ、

地下水には変化がないということで理解でき

るなというふうに思います。 

 じゃあ、そのままその下の部分で、13ペー

ジ、有明海・八代海再生の推進連携の事業な
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んですけれども、いわゆる調査検討、普及啓

発とありますけれども、調査って、この間特

別委員会でもあったように、ある程度有明海

の影響はヘドロだというようなことは誰もわ

かっていると。問題は、そのヘドロの除去を

どうするかということで相当論議をさせても

らったんですけれども、この事業というの

は、これはまた調査といっても、違う調査の

部分と、もともとヘドロという答えも出てい

るような調査、こういうことはちょっとどう

いう関連でやっていくのか、最終的には、そ

のヘドロをどうやって処理するかということ

も含めるような事業となるのか、これをちょ

っと確認をお願いいたします。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 この有明海・八代海再生推進連携事業、

474万5,000円計上しておりますけれども、そ

の中身といたしましては、１つは、推進連携

普及啓発事業ということ、もう一つは、再生

推進対策検討事業ということで、この調査に

つきましては、来年度は、現時点で考えてお

りますのは、浅海化が進む八代海の湾奥部で

の堆積状況等について調べる予定にしており

ます。 

 また、ヘドロ対策につきましては、この推

進連携普及啓発事業の中で、国の機関の会

議、また、庁内に再生推進チームというのを

設けておりますので、そういった中でしっか

りと検討していきたいと考えております。そ

のための予算でございます。 

 

○城下広作委員 いや、だから、この間の特

別委員会でもあったように、有明海、八代海

はもうヘドロが堆積して、それが影響してい

るというのは誰が見てもそれは間違いないだ

ろうと、それをどう除去するかというような

ことをもう具体的に考えなきゃいけないんじ

ゃないかという論議があったから、それに対

して、ここでどういう検討をするか、そし

て、その対策を考えるかということを大体こ

こでは、その事業もしっかり盛り込まにゃい

かぬとじゃないかということだと思うんです

が、その点はどうでしょうか。 

 

○橋本環境立県推進課長 ヘドロ対策、泥化

対策につきましては、平成27年度に、九州農

政局のほうで、有明海における底質調査とい

うことで、硫化物等が発生している箇所が数

カ所あるということで判明しております。 

 来年度につきましては、水産部局、水産研

究センター等の力もかりながら、その硫化物

の発生状況等、さらに、どれだけ環境悪化が

進んでいるか、その辺について、この有明海

再生推進の事業の中で一生懸命やっていきた

いと考えております。 

 

○城下広作委員 もう何回も言いませんけ

ど、要は、現実の問題としては、ヘドロを除

去するのかしないのか、また、除去するな

ら、どういう方法があるのかというようなこ

とを具体的に詰めていかなきゃいけないんじ

ゃないかというのがこの間論議されたことだ

から、そういうことを具体的に前進するよう

な形で協議するということがこの事業の中に

もうたわれるべきなのか、別建てで考えるの

か、それを明確にしなきゃいけないんじゃな

いかということを私からも確認をさせていた

だきたいと。答弁は、もうそれはいいです。 

 もう１個だけよろしいですか。 

 

○早田順一委員長 はい。 

 

○城下広作委員 25ページのリサイクル製品

の利用促進事業という部分があるんですけれ

ども、これは具体的に、今までやった製品は

製品であると思うんですけれども、新たに最

近考えていこうという形で、リサイクルに活

用できるようなものというのはどういうのが



第７回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成30年３月13日) 

 - 13 - 

あるんでしょうか。 

 

○久保循環社会推進課長 27年当時にこの検

討を始めたんですけれども、当時の産廃の再

生利用率というのは、県内で50％前後、まだ

そういう状態でございました。当時、このリ

サイクルをどう推進するかということで、専

門家の検討メンバーに集まっていただきまし

て認証基準等を策定したんですが、28年度、

29年度、ちょっと地震の影響でこの事業がと

まっておったわけです。 

 このリサイクルの品目につきましては、ま

ずは大体10品目ほどで回収しようというふう

に考えておりまして、中身としては、再生資

源を含有したコンクリートですとか、その２

次製品、また外装材とか植生材とか、そうい

った主に土木製品のものが中心という形にな

っていくのかなと考えております。 

 新たに、その認証基準、品質の性能ですと

か環境の安全性、その再生資源の使用割合、

これで認証基準をつくっておるんですけれど

も、そのものに合致してふやしていくべきよ

うなものがあれば、またそれも取り込んでい

くという形で進めてまいろうというふうに考

えておるところでございます。 

 

○城下広作委員 わかりました。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。 

 

○松田三郎委員 資料１ページの総括表を見

ながらちょっとお尋ねしたいと思いますが、

その前に、３月いっぱいで御退職の方、環境

生活部で。その方に質問するつもりで、園田

課長も、そして山口課長、課長もそうです

か。長年いろいろ御苦労さんでございまし

た。後ほど委員長からの手厚い慰労のお言葉

もあろうかと思いますが、私からも御礼申し

上げたいと思います。 

 この総括表を見ておりまして、毎年度のこ

とでもありますし、災害関連とか、それぞれ

やっぱり増減があるのは、これは当然のこと

だと思います。  

 そこで、各課の御説明をいただいた中で、

一部重複もあるかもしれませんが、こう見な

がら、例えば、水俣病保健課、自然保護課、

循環社会推進課、増減が一部、さっき言いま

したように、説明もあったかと思いますが、

簡単にで結構です。減の大きな理由はこれで

す、増の大きな理由はこれですというのを、

ちょっと一言ずつでも、今の順番で説明して

いただければ。 

 

○小原水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 水俣病保健課における減が２億5,500万円

余ございますが、この大きなものは、説明資

料の８ページをお願いいたします。３の水俣

病総合対策事業費の中の(1)扶助費でござい

ます。 

 これは、水俣病被害者手帳をお持ちの方が

４万人以上ございますけれども、その方々に

対する医療費でございますが、予算の積算時

期、平成28年の９月現在、それと平成29年の

９月現在で900人ほど人数が減ってございま

す。その関係で２億2,800万円余が減額とい

うところでございます。 

 以上でございます。 

 

○久保循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 総括表において、前年度より91億1,873万

円余の減になっております。 

 これは、災害廃棄物処理を行いました２次

仮置き場におきまして、７市町村から受託し

て事業を進めておりました。これが昨年の事

業費として94億4,000万円ございます。これ

が、処理終了に伴いまして全くゼロになった

という状況でございます。 
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○中尾自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料の20ページをごらんください。 

 自然保護費としまして、約倍増しておりま

すけれども、これにつきましては、21ページ

の下の(3)、説明しましたように、この特定

外来生物スパルティナ、これの除去で約 

7,000万ということで、これが倍増しておる

という状況が１つでございます。 

 それから、同じ21ページの観光費の中で、

これも倍増しておると。これにつきまして

は、次ページをごらんいただきたいと思いま

すが、やはり満喫プロジェクト、これが結構

大きいということで、これが倍増しておると

いう状況でございます。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 ありがとうございました。 

 そういう説明を聞きながら、田中部長にち

ょっと抽象的な質問で恐縮ですが、もうそろ

そろ例の熊本地震から丸２年を迎える。私た

ち議員も、発災直後から県民の方々に、まあ

私の地元はどちらかというと被害は少ないほ

うでございまして、そういった方が、災害が

起きると、なかなか復旧あるいは一部復興に

ついて、そちらのほうに予算を執行せざるを

得ない、被害のあんまりなかったところを含

めて、通常の県民の生活に大きい影響がある

んじゃないだろうかという御心配がありまし

たので、そのとき、あるいはそれ以降もそう

ですが、災害に関しては、どちらかというと

別枠でしっかり手当てをしますので、県民の

生活、そのほかには支障がありませんという

話を、もちろん不安を解消するために続けて

まいりました。 

 そうは言っても、やっぱり国からの予算

も、あるいは県で組む、まあ、この30年度予

算がそうですね、当初予算。無限じゃないわ

けでしょうから、どうしても直接あるいは間

接影響もあるんだろうと思います。 

 そこで、この30年度の当初予算を部でいろ

いろ議論なさる中で、災害の、今、久保課長

もおっしゃった、災害も、フェーズによって

あるいは終わるものもあるだろうし、新たな

被災者、県民の要求、ニーズというものも、

別のことになってくるとそれに対応しなけれ

ばならない。そのような意味では、引き続

き、復旧であるとか復興であるとかいう部分

にも力を注がなければならないし、環境生活

部の中で、毎年毎年、通常のといいますか、

継続していかなければならない事業もおあり

でしょうし、そういう守りだけではなくて、

やっぱり県民のニーズも変わってくるんだっ

たら、それに合わせて新規事業もしっかり考

えていかなければならないという意味では、

限られた予算なり資源の中で、非常に御苦労

も多い当初予算を組まれたんだろうと思いま

すが、その辺の御苦労なりですね、この部の

予算に関しては、こういうところを特に――

新規も、これに書いてあるマル新以外でもあ

るんだろうと思いますし、そういう工夫なさ

ったとか、こういう方針でというのは、冒頭

の御説明にも一部ありましたけれども、ちょ

っと教えていただければと。だから、その苦

労した部分を言っていただいたほうが参考に

なるかと思いますけれども。 

 

○田中環境生活部長 発災から２回目の当初

予算として対応する時期を迎えておりますけ

れども、先ほど循環社会推進課長のほうから

申し上げましたとおり、環境生活部として、

地震の復旧・復興対応で一番大きかったのが

災害廃棄物の処理でございます。 

 この災害廃棄物処理につきましては、先ほ

ど御説明をいたしましたとおり、また後ほど

報告もさせていただきますが、当初の目標ど

おり、おおむね２年で完了する。そして、そ

の経費につきましては、先生方を初めとする

チーム熊本のお力もいただきまして、市町村

の負担も、金額としては全体で1,500億円程
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度になりましたけれども、県、それから市町

村の負担というのは非常に少ないものとなり

ました。 

 ただ、そうはいえ、県全体としてのこの災

害に対応する需要というのは大きなものがご

ざいますので、これも先生方御承知のとお

り、昨年度の当初予算で、一般財源について

は各部２割をめどに見直しをしてくれという

ことで、今年度もそれは継続をいたしており

ます。 

 その中で、私どもとして、どうしてもこの

支出が必要なもの、それから少し繰り延べが

できるもの、あるいは、まことに申しわけあ

りませんが、一部民間のほうに御負担をいた

だくもの、そうした区分をして対応をさせて

いただきました。 

 あと、これも先ほど予算の中で説明がござ

いましたが、循環型社会を推進していく上

で、新たな産業の創造という部分がございま

す。そういうものにつきましては、地域未来

創造交付金、新たな交付金のほうにもチャレ

ンジをさせていただくということで、限りあ

る予算の中で、総体的に言いますれば、もち

ろん知恵を働かせて、そしてお願いすべきと

ころについては時間をかけて丁寧にお願いを

して、御負担をいただくところ、補助支援の

見直しをさせていただくということがござい

ました。 

 その中でも、特に私ども部として今力を入

れさせていただいておりますのは、１つは、

やはりまだ継続しております、岩本先生のと

ころに特に御関係がございます阿蘇の復旧、

復興、これについて、環境省の支援もいただ

きながら、力を入れさせていただいておりま

す。 

 それから、災害廃棄物の処理についても、

これも先ほど、全て一応処理は終わりますけ

れども、まだ市町村の負担については、後年

度事業が残っておりますので、基金をつくり

まして支援をさせていただきたいと思ってお

ります。 

 あと、これも、熊本県としては、環境立県

を標榜して努力をしておりますので、その部

分についても、引き続き手を抜くことなく努

めてさせていただきたいと思っております。 

 その中で、これも工夫をいたしまして、先

ほどこれも御説明いたしましたけれども、県

の環境センターの展示につきまして、時間も

経過しておるということもありまして、改修

をさせていただき、リニューアルをさせてい

ただいて、またより多くの県内外の方々にお

越しをいただいて、そしてしっかり勉強もし

ていただく、また、水俣・芦北地域の交流人

口もふやす、そうしたことに心がけてまいり

たい、そういうつもりで、お答え、済みませ

ん、なったかどうかわかりませんが、努めさ

せていただきました。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 ちょっと私の質問が抽象的

でしたもので、済みませんでした。 

 今の御説明というか、冒頭聞いた中で、続

けてちょっと違う質問ですけれども、自然保

護課、課長の19ページの御説明で、ちょっと

細かくなるかもしれませんが、説明欄の３の

(1)から(4)ですね。(4)は、さっきの説明

で、県が主体となるとか、(3)番はアライグ

マでしょうから、この(1)、(2)は、どちらも

市町村への助成ですけれども、対象が違うの

か、何か方法が違うのかあるいは目的が違う

のか。ここに保護、繁殖も入っております

ね、(1)は。(2)は森林被害と書いてあるか

ら、違うは違うんでしょうけれども、ダブる

ところはないとは思いますが、ちょっとこの

(1)と(2)の違いを御説明いただければと思い

ます。 

 

○中尾自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 今の19ページ３の(1)でございますけれど
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も、これにつきましては、主にこれは猿の対

策でございまして、400万円ぐらいが猿の被

害対策の助成金というふうにしております。 

 (2)は、鹿だけでございまして、(1)は、そ

の鹿以外の部分、カモであったりとかクリハ

ラリスであったりとかいう部分の市町村でや

りますいろんな取り組みに対する経費の助成

でございます。 

 

○松田三郎委員 わかりました。 

 これは、じゃあ捕獲等だから、その森林被

害じゃ――(2)ですね。鹿の平地のといいま

すか、農作物というか、森林以外の被害もこ

れで救済される、これに入るんですか。 

 

○中尾自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 はい、鹿全般でございますので、山と里

山、それから農地、全て入っております。 

 

○松田三郎委員 はい、わかりました。 

 ちなみに、これは市町村によって違うのか

もしれませんけれども、例えば市町村が捕獲

を１頭につき――駆除のですね。鹿で結構で

す。鹿１頭につき、市町村が幾らに対して県

が同額とか、あるいは場合によっては森林組

合も補助するところがあると。平均的にと

か、代表的なところで、今幾らぐらいなんで

すかね。ばらばらですか。 

 

○中尾自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 市町村によってばらばらでございまして、

うちの事業としましては、鹿に対しまして

は、１頭当たり1,000円をベースにしてやっ

ておりまして、約１万3,000頭分の補助とい

うことで限定をしております。 

 

○松田三郎委員 昔はもうちょっと高かった

ですね。１頭1,000円。 

 

○中尾自然保護課長 これは自然保護課分の

補助でございまして、あと、むらづくり課で

やります例の交付金、8,000円ございますの

で、これを上積みという形になります。だか

ら、例えば交付金で8,000円、それから市町

村で1,000円、県で1,000円、計１万円という

形になるかなと思います。 

 

○松田三郎委員 わかりました。 

 ちなみに、今は――昔、昔って、今もそう

かもしれぬ。例えば、顎の骨とか尻尾とか、

写真でも持っていって証明せんとこの補助金

をもらえないというのがあったようですけれ

ども、現状はどうなんですか。 

 

○中尾自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 今現在は、写真で、右方向を向けた顔で写

真撮ってくださいということで写真判定をし

て、それに番号をつけて、それを写真で確認

するという状況でございます。 

 

○松田三郎委員 以前、うちは宮崎県との県

境ですので、例えば、写真は、じゃあ番号が

あるけん、２カ所以上にということはあり得

ぬとですか。出して２カ所以上からもらうと

いうのは。という人がいるらしいというのを

以前聞きましたけれども。 

 

○中尾自然保護課長 県としましては、その

写真が有効であるという判断をしておりま

す。 

 

○松田三郎委員 わかりました。 

 じゃあ、１点最後に要望といいますか、直

接自然保護課じゃない部分もあろうかと思い

ますので要望しときますけれども、今もたし

か、休猟区というのを設けて、定期的に変え

ていらっしゃるという話ですけれども、地元
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の被害の大きいところの方に聞きますと、今

鹿も賢いもんで、休猟区のところに逃げ込ん

で撃たれぬようにしとると、休猟区が変わる

とそこに移動してという話を、まあ、肌感覚

の話ですから、根拠がどれだけ確かなのかわ

かりませんけれども、そういう現状もお聞き

ですか、課長は。 

 

○中尾自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 今有害鳥獣に関しましては、休猟区とは関

係なく、全域でとれるようになっております

ので。 

 

○松田三郎委員 ああ、そうか、有害鳥獣の

駆除に関しては関係ないわけですね。通常の

狩猟に関してが、その休猟区では撃てないと

いうわけですね。はい、わかりました。 

 

○城下広作委員 せっかくだから、関連でち

ょっと済みません。 

 私は、昨年、質問をしたくて、イノシシの

駆除のことで、とにかくどこの県が頑張って

いるのかなと、広島県と兵庫県に行ったんで

すよ。わざわざ聞きに行ったんですよ。結構

テレビでも報道があっていて、頑張っている

と。 

 イノシシも、本当民家の前で、親子連れで

ゆたっとして安心しているものだから、それ

に対して困っとるというような部分があっ

て、それはいかぬからちょっと見に行かにゃ

いかぬと。 

 そして、わざわざ広島県と兵庫県に行った

ら、わざわざ熊本から来られて、それはまた

熊本県のほうが先進県です、イノシシとか鹿

の駆除にはということを言われて、ああ、そ

うですかということだったんですけれども、

それは事実なのか、それとも、全国的にその

レベルがそんな高いのか。私は、他県からそ

う言われて、熊本県は先進県ですよ、わざわ

ざ我々のところに来ぬでも、熊本県で学ばれ

たがいいですよと言われたんですけれども、

これはどうなんですか。 

 

○中尾自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 ちょっとそれに関しましては、何とも言え

るものがございませんので。皆さん頑張って

いらっしゃるのは事実でございますけれど

も、それが他県と比べてどうかというのはち

ょっとわかりません。 

 

○城下広作委員 まあ、一遍他県が年間どの

くらい捕獲しとるのか、熊本県はどのくらい

あるか、その数字は大体バロメーターでわか

るのかなと思うけど、そういうふうに言われ

て、逆に我々は熊本に学びたいと言われたも

のだから。真実はわからぬということです

ね。わかりました。 

 

○早田順一委員長 ほかに。 

 

○ 大造委員 幾つかあるんですが、ま

ず、９ページの水俣病に関してちょっとお尋

ねなんですが、公害健康被害認定審査会、去

年、何回開かれて、何人認定されたのか、ち

ょっと基本的なことなんですけれども、教え

てください。 

 それとあと、もう水俣病発症から、認定か

ら60年以上たっていると思うんですが、裁判

の人数も、1,000人いまだに超えていると思

うんですが、今後もまたふえるような状態な

のか、もしくは終息に向かっている状態なの

か、その状況を教えてください。 

 

○三輪水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 まず、今御質問ありました公害健康被害認

定審査会の開催回数と認定数でございます

が、昨年度、今年度合わせまして６回ずつで
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12回開催をしております。数字につきまして

は、平成27年に審査を再開いたしまして、そ

のトータルでいきますと、610件が棄却とい

うことで、認定をされた方は４名ということ

になっております。 

 それと、これからの裁判の原告の数、今

1,500人を超えていますけれども、それがど

うなるかという御質問でございますが、これ

につきましては、相手様の考えに――提訴さ

れるのをするなとも言えませんので、ここは

何とも言えない状況ということでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○ 大造委員 ぜひ丁寧な対応を今後とも

――これまでもしてきたと思いますが、よろ

しくお願いします。 

 あと、いいですか。 

 

○早田順一委員長 はい、 委員。 

 

○ 大造委員 続けて、13ページのくまも

とらしいエコライフ普及促進事業というの

は、ちょっと「くまもとらしいエコライフ」

ってよくわからないので、もうちょっと詳し

く教えてください。 

 続けて、16ページの公害監視調査費で

5,100万円、大気汚染監視調査事業が計上さ

れているんですが、これはＰＭ2.5、どうい

うふうに、例えば小中学校、幼稚園、保育

園、いろいろありますけれども、連携してや

っていると思うんですが、今どういうような

運営の仕方をしているのか、もうちょっと詳

しく教えてください。 

 以上です。 

 

○橋本環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 くまもとらしいエコライフにつきまして

は、環境に配慮しましたスタイルを、個々の

県民や家庭で実践するだけではなく、地域社

会や企業といった面への展開、定着を図るこ

とによって、持続可能な社会の実現を目指す

ものということで、平成25年度のストップ温

暖化県民総合運動推進会議において、県民運

動として展開していくこととされたものでご

ざいます。 

 その際に、熊本らしいということで、熊本

の気質、要はもっこすとわさもんを活用する

ということで、つまり先人の知恵や工夫に学

んだり、最新の省エネ技術や機器を取り入れ

たりすること、要はわさもんということ、ま

た、自律的、自発的に環境への配慮が行われ

るような、そういう熊本らしい手法や気質を

盛り込んだ形で地球温暖化対策の普及啓発、

要は、みずから考え、行動する県民を、また

事業者を育てていこうというものでございま

す。 

 

○山口環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 ＰＭ2.5に関しましては、最近、大陸のほ

うの大気環境が改善されていることもござい

まして、越境で九州のほうに流れ込む非常に

汚れた空気というものは、減っている状況に

ございます。 

 とはいえ、注意喚起が必要な場合には、大

気環境情報メールとかファクスで市町村を通

じて広報をするようにしているところでござ

います。 

 全体、高校とか小中学校とかへの直接的な

啓発、指導は、県のホームページ等でござい

ますが、市町村、関係機関等で、毎年１回、

光化学オキシダント、それからＰＭ2.5につ

いての対策連絡会議を設けまして、必要な情

報がきちんと伝わるような、そういった体制

をやっているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○早田順一委員長 では、ほかに。 
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○西山宗孝委員 29ページ、消費生活課にお

尋ねしたいんですけれども、先ほど予算の説

明の中で、国からの支援が相当減ったという

ことで、市町村に影響のないような予算建て

でいきたいと話をお伺いしましたけれども、

特にこの災害関連の消費相談については、こ

れまで自力で再建ができる方とか、あるいは

公的な支援を受けて再建できる方、あるいは

私的な銀行関係で再建できる方とかいろいろ

いらっしゃると思うんですが、これから先

が、そういった支援を受けることがなかなか

難しいといいますか、あるいは自助解決がで

きない方が、非常にこういった相談関係もふ

えてくるというふうに認識しているんですけ

れども、国の分がどれだけ――全体として 

4,600万減額になっているんですけれども、

国の支援がどれぐらい実態としては見込まれ

なくなったのか。あるいは、それについて、

先ほどお話のあった、市町村には影響を与え

ないようなというのは、具体的にはどういっ

た数字あるいはどういった内容で対応されて

いくのかをお尋ねしたいと思います。 

 

○西川消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 まず、交付金の減なんですが、対前年度の

予算ベースでいったら、約4,000万でござい

ます。ただ、先ほど申し上げましたように、

熊本地震関連の分が一部縮小しておりまし

て、実質的な影響額は2,400万ぐらいでござ

います。 

 それがまず１点でございますが、２点目の

市町村の消費者行政への支援ということです

が、まず、市町村の消費生活相談の運営に直

接かかる人件費とか、市町村で広域連携で相

談を受けられていたりとかしますが、そうい

ったものは全額確保しております。それか

ら、いまだに仮設施設で相談を受けられてい

るところもありますので、そういったところ

もきちんと確保しまして相談体制は維持して

おります。 

 最終的な市町村の要望額に対する配分率、

これは81％でございまして、若干広報とか、

そういった経費に影響が出るかと思います。 

 ただ、来年度の予算措置額は、震災前の27

年度の決算額を上回っておりますので、執行

段階で市町村と十分連携しながら、有効に活

用しながら、市町村を支援していきたいとい

うふうに考えております。 

 

○西山宗孝委員 ありがとうございます。 

 27年度から比べると上がっているって、こ

れは地震前とは比較にならない背景もあると

思うんですが、先ほど申し上げましたよう

に、市町村から、この件だけじゃなくて、時

折、県の補助がなくなったから市の窓口では

こういう影響が出たとか、あるいはそれが市

民に伝わったりとかいうことも、中にはほか

の科目もあるんですけれども、特に今回の震

災についての生活者の相談等々に支障を来さ

ないような形を、ぜひ継続的に続けていただ

きたいというふうに要望しておきます。 

 以上です。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩本浩治委員 16ページの(4)、硝酸性窒

素対策推進事業というものがありまして、教

えていただきたいんですが、これは汚染とし

てどういう被害が出ていくのかが、全県下的

に何か被害が広まっているということの説明

でしたが、それに対する汚染の、これはどう

いう汚染、それからまた調査をやられている

んですが、その調査結果がどういうふうに推

移しているのか、ちょっと教えていただけれ

ばと思います。 

 

○山口環境保全課長 硝酸性窒素につきまし

ては、原因としましては、生活系からと、そ
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れから畜産系から、それから工場、事業場か

ら考えられますけれども、それぞれから出ま

した窒素成分が地下に浸透して硝酸性窒素に

変わると。 

 この硝酸性窒素が、水を介して人の体に入

りますと、ヘモグロビンと、酸素のかわりに

結合して酸欠状態を起こすと。成人の場合に

はほとんど影響ございませんが、特に小さい

幼児では、チアノーゼ現象、体内で酸欠を起

こしてチアノーゼを起こすということが言わ

れております。 

 ただ、日本国内ではほとんど健康被害が発

生している状況ではございません。ただ、熊

本県の地下水は、県の財産というものでもご

ざいますので、本県といたしましては、地下

水を守るという観点から取り組んでいるとこ

ろでございます。 

 汚染の状況ですけれども、現在、特に汚染

が顕著な地域は、荒尾地域、それから熊本地

域、そのあたりが広範囲に硝酸性窒素が環境

基準を超える、国の基準を超えるというよう

な状況でございまして、対策計画というのを

設けまして対応策を講じているところでござ

います。 

 ただ、なかなか効果があらわれにくいとい

うようなところもございますけれども、現在

のところは下がっているところもあります

し、それから、少数ではございますが、若干

上がっているところもあります。大半はほぼ

横ばいか若干下がっているというような状況

のところでございます。 

 これまでも、ずっと地下水のデータを監視

しながら取り組んでいるところでございます

が、次期計画というのが、３年後に更新する

予定でございますので、現在は窒素負荷実態

調査等を行いまして、変動要因を調査し、対

策効果を把握して、さらなる対策の推進につ

なげていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

 

○岩本浩治委員 ありがとうございました。 

 減っているところというのは、やはり下水

道整備とか浄化槽の整備とか、そういうこと

で減ってきているのも影響しているんでしょ

うか。関係が出てくるわけですかね。 

 

○山口環境保全課長 明らかにこれが影響し

て下がっているというようなところは、非常

に難しいところはございます。ただ、非常に

濃度が高い場合、これまでの観測データから

は、畜産系の汚水処理とか、それから肥料の

削減とか、そういった形での改善が見られて

いるかなと思われているところはございま

す。 

 

○岩本浩治委員 わかりました。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。 

 

○ 大造委員 あと３点ほどお願いしま

す。 

 23ページの環境立県推進費なんですが、バ

イオマス活用推進事業なんですが、県内でも

いろんな市町村がバイオマスをやっているん

ですが、まあ、トラブっているところもある

んですが、県としては、どのくらいの目標と

いうか、事業体としてどのくらい支援してい

くのかとか、そういうビジョンがあったら教

えてください。もうちょっと詳しくですね。 

 あと、続いて24ページ、25ページに関連す

ることなんですが、エコアくまもとを一度視

察に行ったことがあるんですけれども、いろ

んなお話をお聞きしたんですが、今リサイク

ル率というのがすごく進んでいて、予定して

いたより産業廃棄物が集まらないかもしれな

いと。これは結構いいことなんですが、そう

すると、事業体として見ると赤字に陥るとい

うジレンマがあるみたいでして、今、エコア

くまもと、どうなっているのかと。 

 それとあと、県内で、25ページの３番目
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に、最終処分場の埋立地、これは県内は最終

処分場、足りているのか足りてないのか、あ

と、つくるとしたら何カ所ぐらい必要なのか

とか、そういう具体的なものがあるのか教え

てください。 

 最後に、27ページのグローバルジュニアド

リーム事業という、これはそれなりにやって

いただいて構わないんですが、どういう選定

の仕方で小学生とか中学生を選ぶのか、誰が

担っているのかとか、何人派遣するのか、こ

の辺もうちょっと詳しく教えてください。 

 以上です。 

 

○久保循環社会推進課長 ３つ、私どものほ

うに御質問いただいております。 

 まず、バイオマスの利活用で目標があるの

かということですが、一応バイオマスの利活

用については、県として計画を策定しており

ますが、内容としては、いわゆる家畜排せつ

物とか、いろんな各地域における取り組みを

後押しする、御支援するというような内容が

主でございます。 

 今県北のほうですとか、また、水俣、県南

のほうとかいうところで、市町村を主体とし

た幾つかの事業がありまして、それについ

て、計画策定とかソフトのほうで御支援をし

ております。 

 今回、未来投資の関係でやりますのは、い

わゆる竹あたりを活用した事業に対して、も

う具体化してきておりますので、そこに対し

て支援をするという内容でございます。 

 ただ、ビジョンの中で、どのくらいのボリ

ューム、量を目標とするというところまでは

設定しておりませんので、そこはできるだけ

拡大していくという方向で考えておるところ

でございます。 

 ２つ目のエコアの今後の経営といいます

か、そこの話でございますけれども、今回、

27年12月に開業いたしまして、28年４月の地

震以来、もう災害廃棄物を主に収入という形

で入れております。量としては約20万トン弱

と。もちろん、ここの中には産業廃棄物も含

めてのところでございます。 

 エコアそのものの使命としては、もちろん

産業廃棄物の最終処分場、管理型の最終処分

場ということではございますが、災害廃棄物

についてもこれを使うということで、これは

もう皆様も御了解いただいた中での使用だっ

たんですけれども、今残量が約23万トン前後

残っておりますので、今後、大体今までの使

用量、産業廃棄物の受け入れ量が年間4,000

トンから5,000トン程度ですので、20年以上

は楽にこれはまだ使用できるという状態だと

見込んでおります。ただし、災害とか、また

突発的な事態がなければですね。 

 ただ、この状態のときに、今収支のことを

おっしゃいました。今28年度、29年度にまた

がる災害廃棄物の処理におきまして、エコア

全体としては約40億円程度の収入という形に

なっておりまして、これは非常に突発的な収

入でございます。 

 エコア自身、また建設に伴いまして借金も

抱えております。県からの借金というのもご

ざいますので、そこの返済もしつつというこ

とでございますので、今後、災害廃棄物がな

くなりましたならば、それなりに収入の規模

がぐっと縮小していかざるを得ないという状

況になります。 

 そこは、ある程度、公共関与、公的な処理

場ということではやむを得ない事態かなとい

うふうに思ってはおりますが、収入増に向け

て、産業廃棄物の受け入れ増に向けて、事業

的な努力というのはさせていただいていこう

というふうに考えておるところでございま

す。 

 ３番目として、処分場が県内全体で足りて

いるのかというお尋ねがございました。 

 処分場の種類には、大きく管理型とそして

安定型というものがございます。管理型の処

分場につきましては、エコアも含めまして、
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民間の処分場が大きなもので２つという状況

でございますが、１つ、菊池地方の処分場に

つきましては、ちょっと住民との協定に伴い

ましてある程度量が制限されております。と

いうことは、県内で熊本市内の処分場とエコ

アが今後管理型の中心となっていくだろう

と。 

 また、今後につきましては、管理型処分場

というのは、非常にある意味、管理を要する

廃棄物まで処分する場所でございますので、

住民の皆さんとかの合意形成がなければなか

なか新たにつくっていくというのは難しゅう

ございますので、ここはまたエコアとの関係

も絡めながら考えていくことかなというふう

に考えております。 

 安定型の処分場につきましては、県内各地

数十カ所ございましたけれども、今回、災害

廃棄物の処理に伴いまして大量の瓦れきが生

じました。それで、かなり埋め上がっている

率が高くなってきておりますので、ある意味

で、今後、安定型の処分場には今後の災害等

あたりを考えながら、ある程度誘導策という

のも必要なところかなというふうに考えてい

るところでございます。 

 以上です。 

 

○猿渡くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 グローバルジュニアドリーム事業の件でご

ざいますけれども、これは平成26年から行っ

ておりまして、子供たちを台湾の高雄市に派

遣するというものです。 

 対象者につきましては、小学校６年生から

中学生までの25名ということになりまして、

これは事前に作文を提出させまして、と個別

面接をして、この25人を選定するということ

でしております。 

 例年、高雄市の青少年との交流事業を行っ

ておりまして、あと日本人先達の功績地の視

察でありますとか、実際に学校に行って、そ

の地元の子供たちと交流会をするというよう

な形でやっているところでございます。 

 以上です。 

 

○ 大造委員 了解しました。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。

――なければ、以上で環境生活部に対する質

疑を終了いたします。 

 それでは、説明員の入れかえのために、こ

こで約10分間の休憩をいたします。 

  午前11時23分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時29分開議 

○早田順一委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 それでは、商工観光労働部長から総括説明

を行い、続いて担当課長から資料に従い順次

説明をお願いします。 

 初めに、奥薗商工観光労働部長。 

 

○奥薗商工観光労働部長 商工観光労働部関

係の議案の概要につきまして御説明申し上げ

ます。 

 今回提案しております議案は、予算関係５

議案、その他１議案でございます。 

 平成30年度当初予算においては、県経済の

復旧、復興を実感できるものとするため、一

般会計で673億1,100万円余、中小企業振興資

金特別会計など４特別会計で13億9,500万円

余、総額で687億700万円余の予算を計上して

おります。 

 復旧・復興４カ年戦略のうち、５つの施策

を中心に、当部の主な取り組みについて御説

明をいたします。 

 まず第１点が、県経済を支える企業の再

生・発展であります。 

 震災後落ち込んだ熊本経済は、Ｖ字回復を

果たし、現在も拡大傾向が続いております。

引き続き、グループ補助金の適正かつ円滑な
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執行に努めるとともに、被災した中小・小規

模企業のニーズに対応した資金繰り支援や経

営支援にしっかりと取り組んでまいります。 

 また、県内産業の発展に向けて、ＩｏＴ等

も活用した地域への経済波及効果の高い事業

に対し、地域未来投資促進法を最大限に活用

します。 

 さらに、今後の人手不足等に備え、設備投

資への補助における雇用要件を緩和し、生産

性向上要件を加えるなど、稼ぐ力を高める投

資を促進し、付加価値の高い仕事へ転換を図

ります。 

 企業誘致につきましては、県南地域等で立

地可能性のあるオフィス系企業を新たな重点

ターゲットとして誘致を進めるとともに、工

業団地を整備する市町村への支援に取り組み

ます。 

 ２点目が、地域資源を活かす観光産業の革

新・成長でございます。 

 観光入り込み客数は、震災前の水準に戻っ

てきておりますが、阿蘇等ではまだ回復して

いない地域もあります。熊本城や阿蘇観光の

復活、県内各地の観光資源の発掘、磨き上げ

など、熊本デスティネーションキャンペーン

や国際スポーツ大会を見据えた国内外からの

誘客に取り組みます。 

 ３点目が、地域を支え次代を担う人材確

保・育成です。 

 県内有効求人倍率は1.65倍と、高い水準が

続き、人手不足が深刻となっています。震災

からの復興につなげるため、新規学卒者の県

外流出防止、女性、高齢者、外国人の活用を

図るほか、ＵＩＪターン希望者の掘り起こし

やブライト企業の認定拡大を図ってまいりま

す。 

 ４点目が、空港、港の機能向上によるアジ

アに開くゲートウエー化です。 

 クルーズ船については、平成29年、八代港

に65隻が入港し、推計26万人の観光客が訪れ

ました。今後は、船社や旅行会社とともに、

県内の魅力ある観光資源を生かした地元消費

型の寄港地ツアーを造成し、中国で販売して

いくことで、その効果を拡大してまいりま

す。 

 最後に、世界と熊本をつなぐヒト、モノの

流れの創出です。 

 いよいよ女子ハンドボール世界選手権大会

及びラグビーワールドカップまで２年を切り

ました。来年度は、組織の拡大を図るととも

に、会場整備、プレ大会開催、ボランティア

募集など、準備をさらに加速化させてまいり

ます。あわせて、欧米豪を中心とした世界か

らの誘客を進めてまいります。 

 以上が平成30年度当初予算の主な内容でご

ざいます。 

 このほか、複数年度にまたがる業務委託等

に係る債務負担行為の設定、さらに、その他

議案につきましては、中小企業振興資金に係

る債権の権利の放棄について提出しておりま

す。 

 また、議案以外のその他報告事項といたし

まして、グループ補助金の執行状況等につい

て御報告させていただきます。 

 なお、詳細につきましては担当課長から説

明いたしますので、よろしく御審議のほどお

願いいたします。 

 

○早田順一委員長 次に、担当課長から説明

をお願いします。 

 

○中川政策審議監 商工政策課でございま

す。 

 説明資料の39ページをお願いいたします。 

 資料右側の説明欄をごらんください。主な

ものを説明させていただきます。 

 １段目でございますが、新規学卒者の県内

就職促進のためのＰＲ経費でございます。 

 ２段目でございます。 

 まず、商工政策課８名、福岡事務所３名、

計11名分の職員給与費でございます。 
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 次に、県内企業のＢＣＰ策定促進に要する

経費、また、事業者向けの人材育成及び事業

者と求職者のマッチング支援に要する経費も

計上してございます。 

 １枚めくっていただき40ページをお願いい

たします。 

 ２段目でございますが、大阪事務所７名分

の職員給与費及び管理運営費でございます。 

 ３段目でございますが、福岡事務所の管理

運営費でございます。 

 以上、一般会計で総額２億7,939万円余の

予算をお願いしております。 

 なお、職員給与費につきましては、部内各

課共通の事項でございますので、この後の各

課からの説明は省略させていただきます。 

 次に、41ページをお願いいたします。 

 福岡事務所施設賃借の更新が控えておりま

すので、債務負担行為の設定をお願いしてお

ります。 

 商工政策課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○浦田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 説明資料の42ページをお願いいたします。 

 まず、一般会計でございます。主なものに

ついて説明させていただきます。 

 商業総務費につきまして、8,348万円余を

お願いしております。 

 右の説明欄でございますが、(2)商店街に

ぎわい創出事業は、商店街の活性化の取り組

みを支援するハード整備やソフト事業等の経

費でございます。(3)熊本地震に係る都道府

県派遣職員負担金は、グループ補助金業務に

係るものでございます。 

 次に、中小企業振興費につきましては、

555億6,139万円余をお願いしております。 

 43ページの右の説明欄でございますが、２

の(1)中小企業金融総合支援事業は、中小企

業向け融資制度に係る貸付原資、保証料補助

等に要する経費でございます。なお、新規融

資枠は、熊本地震関連分200億円を含め、470

億円を確保しております。(2)小規模企業サ

ポート力強化事業は、県北、県南にサポート

拠点を設置し、そこでの支援を通しまして商

工団体のサポート力強化を図るものでござい

ます。 

 ３の(1)組織化指導費補助は、中小企業団

体中央会に対する人件費、事業費等の補助、

４の運輸事業振興助成費は、軽油引取税の収

入額に応じて交付される熊本県トラック協会

に対する補助でございます。 

 おめくりいただいて44ページをお願いいた

します。 

 ５の(3)小規模企業等生産性向上推進事業

は、生産性向上のためのセミナーの開催経費

等でございます。また、新規事業の(4)事業

承継加速化推進事業は、中小企業等の円滑な

事業承継の推進に向けた啓発や支援体制構築

等に要する経費でございます。 

 ６の小規模事業対策費補助は、商工会、商

工会議所、商工会連合会に対する人件費、事

業費等の補助でございます。 

 次に、45ページをお願いいたします。 

 商工施設災害復旧費の３億6,162万円余

は、右の説明欄でございますが、グループ補

助金申請受け付け等に係る業務委託のほか、

工事業者不足対策、補助事業者に対する経営

支援及びフォローアップ等に要する経費でご

ざいます。 

 以上、一般会計で560億657万4,000円をお

願いしております。 

 おめくりいただいて46ページをお願いいた

します。 

 ここから、中小企業振興資金特別会計でご

ざいます。 

 中小企業振興資金助成費に2,696万円余を

お願いしております。 

 右の説明欄でございますが、１の高度化資

金貸付金は、２件の貸し付けを予定しており
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ます。また、２で事務費、３で国庫支出金返

納金を計上しております。 

 下段の元金から次の47ページにかけまし

て、事業者からの償還に応じて中小企業基盤

整備機構への償還や県負担分を一般会計に繰

り出すものでございます。 

 以上、特別会計で８億4,795万円をお願い

しており、一般会計と合わせました課の合計

は568億5,452万4,000円となります。 

 おめくりいただいて48ページをお願いいた

します。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 いずれも継続事業でございまして、上段

で、中小企業対策融資に係る損失補償、下段

で、中小企業協同組合等の設備投資促進に係

る利子助成をお願いしております。 

 続きまして、84ページをお願いいたしま

す。 

 議案第107号、権利の放棄についてでござ

います。 

 こちらは、中小企業振興資金貸付債権のう

ち、２件について権利の放棄を行うものでご

ざいます。85ページ以降の概要で説明させて

いただきます。 

 まず１件目は、八代市で建設業を営んでお

りました法人に対し、ホイールローダ１台の

購入経費としまして、昭和50年に貸し付けた

800万円のうち、延滞となった560万円余の貸

付債権でございます。 

 債務者及び連帯保証人の状況は、(11)に記

載しておりますが、当該法人は、貸し付け後

に資金繰りが急激に悪化し、平成８年に解散

しております。 

 当該法人の代表から月々少額の弁済が行わ

れてきたものの、平成27年に死亡され、相続

人も全て相続放棄をされております。また、

連帯保証人３名につきましても、１名は死亡

され、ほかの２名も生活保護受給中あるいは

年金収入のみの状況であり、返済する資力が

ないものと判断されます。 

 おめくりいただいて86ページをお願いいた

します。 

 次に、２件目は、八代市で縫製業を営んで

おりました法人に対し、特殊ミシンほか42台

の購入経費としまして、平成５年に貸し付け

た1,100万円のうち、延滞となりました928万

円余の貸付債権でございます。 

 債務者及び連帯保証人の状況は、(11)に記

載しておりますが、当該法人は、親会社の倒

産により資金繰りが急激に悪化し、事実上の

倒産に至っております。 

 当該法人の代表については、平成９年に破

産免責が確定しております。また、連帯保証

人２名につきましても、１名は破産免責が確

定した後に死亡され、ほかの１名も年金収入

のみの状況であり、返済する資力がないもの

と判断されます。 

 これら２件の権利の放棄を行う理由としま

しては、貸し付けの法人が事業を休止し、差

し押さえる財産がなく、連帯保証人が無資力

であること、時効が経過したこと、これらに

よりまして県の債権放棄基準に該当している

こと、及び債務者、連帯保証人の現在の状況

から、任意交渉及び強制執行の手段によって

も債権の回収は不可能と認められることか

ら、権利の放棄を行うものでございます。 

 昨年度の決算特別委員会の委員長報告にお

きましても、貸付金の回収に当たっては、県

民負担の公平性の観点とともに、回収額と回

収に要するコストの費用対効果の観点もあわ

せて考慮すべきと考えるとの御意見をいただ

いております。 

 相当の徴収努力を行ってもなお回収が不可

能な案件につきましては、県の債権放棄基準

に基づく放棄を行うことで、債権回収の見込

みがある案件に注力してまいりたいと思って

おります。 

 説明は以上でございます。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 
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○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 資料の49ページにお戻りいただきますよう

お願いします。 

 まず、労政総務費ですが、１億8,526万円

余をお願いしております。主な事業を御説明

します。 

 説明欄の２、労政諸費の(1)労働局との一

体的実施事業ですが、これは、水道町の交差

点近くに熊本労働局と共同でしごと相談・支

援センター、通称くまジョブを設置しており

ます。ハローワークと連携しながら、仕事探

しのカウンセリングから職業相談、就職後の

支援など、労働雇用関連サービスをワンスト

ップで提供しており、その施設の運営及び相

談員に係る経費でございます。 

 続いて、(2)、くまもと復興人材ＵＩＪタ

ーン促進事業です。 

 これは、熊本へのＵＩＪターンを希望され

る方や人材を求める県内企業の相談窓口とし

て、東京と熊本に設置しております。東京

は、地域振興課の移住定住相談窓口と共同し

てふるさと回帰支援センター内に、熊本は、

くまジョブ内に設置しております。 

 熊本県ＵＩＪターン就職支援センターの相

談員の人件費や活動費などの運営や、ＵＩＪ

ターン就職に係る企業とのマッチング支援な

どの事業に要する経費でございます。 

 また、このＵＩＪターンに係る取り組みを

強化するため、平成30年度から、新規事業と

して、(3)人材確保強化事業を計画しており

ます。これは、本県からの転出者や学生が関

東に次いで多い大阪や福岡の大都市圏におい

て、ＵＩＪターン促進のためのセミナーや就

職関連イベントの開催に要する経費でござい

ます。 

 次に、50ページをお願いします。 

 上段の労働福祉費で1,412万円余をお願い

しております。 

 主な事業としましては、説明欄の１、労働

福祉費の働きやすい職場改善促進事業です

が、これは、職場環境の改善に取り組む企業

へのアドバイザー派遣やワーク・ライフ・バ

ランス推進のための啓発事業など、働き方改

革の推進に要する経費でございます。 

 続いて、下段の職業訓練総務費で２億

6,618万円余をお願いしております。 

 主な事業としまして、説明欄の２、職業能

力開発業務運営指導費の(1)熊本県職業能力

開発校拠点化調査事業ですが、これは、熊本

市南区幸田にある高等技術専門校について、

耐用年数を大幅に超える建物があるなど、全

体的に老朽化していることから、菊陽町にあ

る技術短期大学校の隣接地へ移転し、あわせ

て研修機能の充実などにより、本県の職業能

力開発施設の拠点化を図ることで、人材育成

機能の充実を目指して検討しているもので

す。平成29年度から引き続き調査検討を行う

ものでございます。 

 また、(2)外国人材受入支援事業ですが、

これは平成29年11月の技能実習制度の法改正

に合わせ、本県における外国人材の適正な受

け入れに向けた県内企業等への助言、支援を

行う窓口を設置しております。その窓口の運

営に要する経費のほか、外国人技能実習生が

実習しやすい環境を整備するため、通訳や作

業手順書の翻訳ができる高度外国人材の雇用

に向けたマッチングや日本語習得支援をモデ

ル的に実施する経費でございます。 

 続いて、51ページの説明欄の一番上、３、

認定訓練事業費の認定訓練実施事業です。こ

れは、職業訓練法人など、民間で行っており

ます在職者を対象とした職業訓練に対する事

業費や運営費などの助成に要する経費でござ

います。 

 また、４、技能向上対策費の(1)技能検定

事業費ですが、これは、国家検定制度である

技能検定や技能検定試験に関する業務の一部

を職業能力開発協会が実施しており、本事業

は、その業務に係る職業能力開発協会への助
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成でございます。 

 次に、下段の職業能力開発校費ですが、９

億9,988万円余をお願いしております。主な

事業としましては、52ページをお願いしま

す。 

 説明欄の一番上の３、職業能力開発事業費

の(2)離職者訓練事業ですが、これは、民間

の専門学校など、教育訓練機関に委託して実

施する離職者を対象とした職業訓練に係る経

費で、６億3,280万円余を計上しておりま

す。また、(3)地域創生人材育成事業です

が、これは、ＩＴ分野や建設分野、コールセ

ンターなど、人手不足が深刻な分野での人材

確保、育成を図るために実施する職業訓練等

の経費で、9,280万円余を計上しておりま

す。なお、この２つの事業は、いずれも全額

国庫からの委託事業でございます。 

 次に、52ページの下段になります。 

 技術短期大学校費で４億5,229万円余をお

願いしております。主な事業としましては、

53ページをお願いします。 

 説明欄の一番上の(2)技術短期大学校教育

対策事業でございます。これは、技術短期大

学校の各種機器の整備等に要する経費でござ

います。 

 次に、下段の失業対策総務費で１億9,302

万円余をお願いしております。 

 主な事業としましては、まず説明欄の(2)

熊本県ブライト企業推進事業です。この事業

は、県では、働く人が生き生きと輝き、安心

して働き続けられる企業をブライト企業とし

て認定しております。その認定に係る経費や

ブライト企業の普及啓発、県内企業の労働・

経営環境や処遇の向上を図るためのセミナー

の開催等に要する経費でございます。 

 また、新規事業として、説明欄の(3)地域

活性化雇用創造支援事業ですが、これは、今

年度まで事業を実施しております戦略産業雇

用創造プロジェクト事業の後継事業でありま

して、県内の求職者に対して、まずは人材派

遣会社で雇用し、企業に派遣を行い、座学研

修や企業でのＯＪＴ研修を実施して、引き続

き当該企業研修先での雇用に結びつける事業

でございます。 

 以上、労働雇用創生課全体で21億1,078万

2,000円をお願いしております。 

 続きまして、54ページをお願いします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 上段の障がい者委託訓練業務、下段の離職

者訓練等委託業務ですが、ともに平成31年２

月または３月から平成31年４月以降にわたっ

て民間に委託して実施する職業訓練につい

て、複数年度にわたる契約とするため、債務

負担行為の設定をお願いするものでございま

す。 

 労働雇用創生課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○末藤産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 55ページをお願いします。 

 まず、上段の農業総務費です。5,200万円

余をお願いしております。産業技術センター

食品加工技術室の管理運営や研究開発等に要

する経費でございます。 

 次に、下段の工鉱業振興費です。８億円余

をお願いしております。主な事業について御

説明します。 

 右の説明欄ですが、(1)事業革新支援セン

ター事業です。8,300万円余をお願いしてお

ります。県内企業が取り組んでいる新分野へ

の進出や販路開拓などの事業革新を支援する

くまもと産業支援財団への助成に要する経費

でございます。 

 56ページをお願いします。 

 (2)地場企業立地促進費補助です。３億

7,000万円余をお願いしております。県内に

工場等を新・増設する地場企業に対する助成

事業でございます。なお、今後の人手不足等

に備え、設備投資への補助における雇用要件
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を緩和し、生産性向上要件を加えるなど、国

施策とも連動した見直しを行います。 

 次に、(4)リーディング企業創出事業で

す。6,600万円余をお願いしております。県

や産業支援機関等が総合的かつ継続的な支援

を行い、県経済を牽引する高い付加価値を生

み出すリーディング企業創出のための支援に

要する経費でございます。 

 次に、(6)地域未来投資促進事業です。１

億8,000万円余をお願いしております。地域

未来投資促進法に基づき、県経済を牽引し、

高い先進性と県内のほかの企業等への十分な

経済的波及効果が見込める県内企業等の投資

への助成に要する経費でございます。 

 57ページをお願いします。 

 上段の計量検定費です。4,400万円余をお

願いしております。こちらは、産業技術セン

ター計量検定室の運営管理や、タクシーメー

ターなど、計量法に基づく計量器の検定、検

査などに要する経費でございます。 

 次に、下段の産業技術センター費です。５

億8,000万円余をお願いしております。 

 右の説明欄ですが、２の管理運営費、こち

らは、産業技術センターの運営管理や試験研

究機器の修繕等に要する経費について、

6,800万円余をお願いしております。 

 58ページをお願いします。 

 右の説明欄３の試験研究費ですが、１億

5,000万円余をお願いしております。いずれ

も研究開発に要する経費でございます。 

 (1)新規外部資金活用事業は、国や企業な

どの外部資金を活用して行う試験研究に要す

る経費で、国等に採択された場合の最大の金

額を計上しており、１億3,000万円余をお願

いしております。 

 次に、４の技術指導事業費です。5,500万

円余をお願いしております。 

 (2)の一般支援事業は、依頼分析、試験研

究に必要な試験研究機器の導入に要する経費

でございます。 

 59ページをお願いします。 

 新事業創出促進費です。7,600万円余をお

願いしております。主な事業について御説明

します。 

 右の説明欄(2)ワサモンのまちづくり推進

事業です。610万円余をお願いしておりま

す。県内の若者を対象としたビジネスプラン

コンテストの開催や創業期の企業支援等の起

業促進に要する経費でございます。 

 次に、(3)有機エレクトロニクス産業創出

連携促進事業です。1,500万円余をお願いし

ております。有機エレクトロニクス分野の事

業化を促進するためのコーディネーターの配

置や協議会の運営等に要する経費でございま

す。 

 以上、最後に61ページをお願いします。産

業支援課は、合計で17億4,118万5,000円を計

上しております。御審議のほどよろしくお願

いいたします。 

 

○前野エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 資料の62ページをお願いいたします。主な

事業を中心に説明させていただきます。 

 まず、計画調査費でございます。右側説明

欄をお願いします。 

 エネルギー対策費として8,762万円余をお

願いしております。 

 (1)の電源立地地域対策交付金事業は、水

力発電所のある電源立地市町村に対する国か

らの交付金の交付、事業の検査、指導に要す

る経費でございます。(2)の石油貯蔵施設立

地対策等交付金事業は、石油貯蔵施設立地市

であります八代市及びその周辺の市町村に対

する国からの交付金の交付や事業の検査、指

導等に要する経費でございます。いずれも各

市町村は、消防設備や道路の整備等に活用を

されております。 

 下段の工鉱業振興費をお願いします。

2,917万円余をお願いしております。 
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 右説明欄の１の工業振興費におきまして、

863万円余をお願いしております。 

 (1)の新エネルギー等導入推進事業につき

ましては、新エネルギーの導入促進、普及拡

大に要する経費でございます。 

 次に、63ページをお願いします。 

 (2)の熊本県総合エネルギー計画推進事業

につきましては、総合エネルギー計画の改定

のための調査等に要する経費でございます。 

 右説明欄の２の鉱業振興費といたしまして

2,054万円余をお願いしております。 

 (1)の採石指導取締・採石業等育成増進事

業は、採石場の指導監督や採石事業者の研修

会の開催等に要する経費でございます。 

 (2)の阿蘇採石場防災対策事業は、防災の

ための排水路工事の実施等に要する経費でご

ざいます。 

 次に、下段の新事業創出促進費につきまし

ては、364万円余をお願いしております。こ

れは、県民発電所の認証及び設置促進等に要

する経費でございます。 

 エネルギー政策課は以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いします。 

 

○小牧企業立地課長 企業立地課でございま

す。 

 説明資料の64ページをお願いいたします。 

 一般会計でございます。主なものについて

説明させていただきます。 

 まず、中小企業振興費ですが、説明欄の中

小企業振興指導事業費について、２億6,087

万円余を計上いたしております。 

 産業支援サービス等集積促進事業は、コー

ルセンターやＩＴ企業を初めとする産業支援

サービス業等に対する補助金と誘致に要する

経費でございます。新年度からは、県南地域

等への立地可能性が高いサテライトオフィス

の誘致に向け、積極的に取り組む市町村内に

立地する企業を対象に、補助率の上乗せなど

を行います。 

 次に、工鉱業総務費のうち、説明欄の２、

企業誘致促進対策事業費について、40億

5,865万円余を計上いたしております。 

 (1)企業誘致事業3,512万円余でございます

が、企業誘致及び既立地企業のフォローアッ

プのための経費です。また、新年度において

は、九州管内に流通ルートを持つ物流企業の

県南地域への立地意向や具体的なニーズを把

握するため、物流企業の立地可能性調査にも

取り組みます。 

 (2)企業立地促進資金融資事業２億8,424万

円余でございますが、新設、増設する誘致企

業に対して資金を融資する制度でございま

す。 

 65ページをお願いします。 

 (3)企業立地促進費補助35億6,480万円でご

ざいますが、これは、誘致企業が事業所等の

新設、増設により一定規模以上の設備投資と

雇用増を行った場合に、その実績に応じて補

助するものでございます。 

 (4)戦略的企業誘致推進事業1,764万円余で

ございますが、研究開発部門を含む誘致や本

社機能移転、グローバル企業の誘致、本県人

材のＰＲのための経費でございます。新年度

からは、教育庁と連携して、高校でのキャリ

ア教育の場を活用した県内誘致企業のＰＲに

も積極的に取り組みます。 

 (6)国際コンテナ利用拡大助成事業１億 

2,755万円余でございますが、熊本港及び八

代港を利用する荷主企業に助成を行い、利用

拡大を図るための経費でございます。 

 (8)新規事業の市町村施設整備促進事業 

1,617万円余でございますが、県南地域等へ

のサテライトオフィス誘致を進めるため、受

け皿となる施設整備を行う市町村に対して、

整備費の一部を補助する制度を新たに創設し

ます。また、工業団地整備について、これは

全地域を対象に、市町村の負担を軽減する補

助制度を新たに創設し、団地整備に向けた取

り組みを後押ししてまいります。 
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 66ページをお願いします。 

 高度技術研究開発基盤整備基金等特別会計

繰出金325万円余は、内陸型工業団地の元利

償還へ充当するための特別会計への繰出金で

ございます。 

 以上、一般会計では、合計44億6,975万円

余を計上いたしております。 

 引き続き、67ページをお願いいたします。 

 港湾整備事業特別会計でございますが、

380万円余を計上しております。 

 ポートセールス推進事業費は、ポートセー

ルスの活動費及び熊本港、八代港、それぞれ

の推進協議会運営に要する経費でございま

す。 

 68ページをお願いします。 

 臨海工業用地造成事業特別会計は、合計

2,205万円余を計上しております。八代、有

明のそれぞれの臨海用地の除草等の管理と分

譲のための広報等に要する経費でございま

す。 

 八代臨海工業用地については、新規立地を

検討している企業から要望があった場合、地

質調査を実施いたします。 

 69ページをお願いします。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

でございます。 

 このページと次の70ページの１段目は、菊

池テクノパーク等の内陸工業団地の分譲促進

に要する経費及び管理費でございます。 

 70ページの３段目からの元金と利子でござ

いますが、臨空テクノパーク及び菊池テクノ

パーク建設に係る起債償還に要する経費でご

ざいます。 

 71ページをお願いします。 

 ２段目、一般会計繰出金2,413万円余でご

ざいますが、これは城南工業団地及び白岩産

業団地に係る一般会計からの貸付金の償還の

ための繰出金でございます。 

 高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

は、合計で５億2,180万円余を計上しており

ます。 

 企業立地課としまして、一般会計、特別会

計を合わせまして総額で50億1,741万円余を

計上いたしております。 

 72ページをお願いいたします。 

 債務負担行為でございますが、企業立地促

進費補助では、交付額が多額なものについて

は補助金の分割交付を実施しています。それ

に係る平成31年度から34年度までの債務負

担、26億1,570万円をお願いするものでござ

います。 

 企業立地課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 

○永友観光物産課長 観光物産課でございま

す。 

 説明資料の73ページをお願いいたします。

主な事業を中心に説明させていただきます。 

 まず、上段の商業総務費で１億1,739万円

余をお願いしております。 

 右側説明欄１の物産振興費といたしまして

3,387万円余を計上させていただいておりま

す。 

 (2)の新規事業、県産品販路拡大による雇

用創出事業ですが、県内事業者に対するアド

バイザー派遣及び研修会の開催に要する経費

でございます。 

 ２の伝統工芸振興費といたしまして8,352

万円余を計上させていただいております。 

 (2)の新規事業、伝統工芸情報発信事業で

ございますが、県内伝統工芸家のたくみの技

の映像化及び国内外への情報発信に要する経

費でございます。 

 下段の工鉱業振興費で174万円余をお願い

しております。 

 右側説明欄、産業展示場施設管理事業です

が、産業展示場グランメッセ熊本の備品購入

等に要する経費でございます。 

 次に、74ページをお願いいたします。 

 観光費で５億9,962万円余をお願いしてお
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ります。 

 右側説明欄２の観光客誘致対策費といたし

まして３億4,911万円余を計上させていただ

いております。 

 (3)の新規事業、観光産業復興による雇用

創出事業でございますが、観光事業者の経営

者向けセミナー及び雇用マッチングの開催に

要する経費でございます。 

 (4)の観光総合サイトデータ整備事業でご

ざいますが、県観光サイト「なごみ紀行」の

再構築及び現サイトの管理運営に要する経費

でございます。 

 75ページをお願いいたします。 

 (7)の熊本地震復興観光拠点整備等推進事

業ですが、来年夏の熊本デスティネーション

キャンペーンの開催及び観光客の回復がおく

れております阿蘇地域への誘客等に要する経

費でございます。 

 (8)の「がんばろう！熊本」観光復興事業

でございますが、県内への誘客を図るため、

交通事業者や旅行会社とタイアップしたキャ

ンペーン及び旅行商品の造成に要する経費で

ございます。 

 ３の観光基本計画促進費といたしまして

2,896万円を計上させていただいておりま

す。これは、観光統計調査や野外劇場アスペ

クタの管理委託等に要する経費でございま

す。 

 ４の観光施設整備事業費といたしまして

1,170万円余を計上させていただいておりま

す。これは、県内の観光地へ誘導する観光標

識や観光案内板等の整備に要する経費でござ

います。 

 76ページをお願いいたします。 

 商工施設災害復旧費といたしまして１億

7,490万円余を計上させていただいておりま

す。 

 右側説明欄(1)の伝統工芸館災害復旧等事

業でございますが、熊本地震で被災した伝統

工芸館の屋根や外壁等の改修工事に要する経

費でございます。 

 (2)の産業展示場災害復旧等事業でござい

ますが、熊本地震後の平成29年３月に策定し

ました産業展示場グランメッセ熊本の施設保

全計画に基づきまして、平成31年度から34年

度にかけまして実施する屋根、外壁、電気及

び空調設備等の工事の設計に要する経費でご

ざいます。 

 以上、観光物産課の平成30年度当初予算と

いたしまして、合計８億9,366万円余をお願

いしております。御審議のほどよろしくお願

いいたします。 

 

○小金丸国際課長 国際課でございます。 

 説明資料の77ページをお願いいたします。 

 ２段目の諸費につきましては、１億3,147

万円余の予算を計上しております。 

 右の説明欄をごらんください。主なものに

つきまして御説明させていただきます。 

 １の海外移住者等交流費は、本県からブラ

ジルに移住された方々により設立された県人

会が60周年を迎えるに当たりまして、記念式

典への出席等に要する経費です。 

 ２の国際協力推進費は、南米などの海外移

住者の子弟等を、留学生や技術研修員として

県内の大学や事業所で受け入れるための経費

です。 

 ３の国際交流推進費につきまして、(1)の

事業は、友好提携先である中国・広西壮族自

治区、アメリカ・モンタナ州、韓国・忠清南

道、台湾・高雄市との友好交流に要する経

費、(2)の事業は、忠清南道との姉妹提携が

35周年を迎えるに当たり、記念行事の実施に

要する経費、次に、78ページをお願いいたし

ます。(3)の事業は、自治体国際化協会に対

する負担金や国際交流団体に対する助成、

(4)の事業は、通訳・翻訳業務に要する経費

です。 

 ４の(2)旅券発給事務費は、旅券の審査、

作成事務の委託や市町村との書類の移送等に
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要する経費です。 

 ５の国際化環境整備推進費は、国際相談コ

ーナーの運営に要する経費です。 

 ６のＪＥＴプログラム事業費は、国際交流

員の配置に要する経費です。 

 次に、79ページをお願いいたします。 

 １段目の農業総務費につきましては、ブラ

ンド確立・販路対策費として1,660万円余の

予算を計上しております。これは、シンガポ

ールに設置しております熊本県アジア事務所

の運営に要する経費です。 

 ２段目の商業総務費につきましては、貿易

振興費として１億492万円余の予算を計上し

ております。 

 主なものといたしまして、(1)の事業は、

ジェトロ及び県貿易協会に対する負担金、

(2)の事業は、県の海外展開及び県内企業の

海外進出支援のため、海外展開推進員やコー

ディネーター、海外ビジネスアドバイザーな

どの貿易実務や語学力などの経験とスキルを

有する民間人材の設置に要する経費です。

(3)の事業は、中国、台湾、香港、ＡＳＥＡ

Ｎ諸国との経済交流の促進や企業商品のブラ

ッシュアップなど、県内企業の海外展開の支

援に要する経費、(4)の事業は、熊本上海事

務所の運営に要する経費です。 

 80ページをお願いいたします。 

 (5)の事業は、海外展開を行う県内企業に

対し、最初の一歩を後押しするための助成、

(6)の事業は、厚生労働省の事業を活用し、

海外展開により雇用創出が見込まれる取り組

みを実施する企業に対する助成となっており

ます。 

 ２段目の観光費につきましては、観光客誘

致対策費として１億5,945万円余の予算を計

上しております。 

 主なものといたしまして、(1)の事業は、

外国人観光客の誘客対策として、旅行博出展

や海外の旅行会社とのタイアップ、個人旅行

客、ＦＩＴ向けの商品造成支援のための経費

となっております。(2)の事業は、国際スポ

ーツ大会を契機に、欧米、豪州からの観光誘

客につなげるため、現地スポーツメディア招

請や現地博覧会出展等に要する経費、(3)の

事業は、ウエブサイトを活用した情報発信に

要する経費です。 

 81ページをお願いします。 

 (4)の事業は、県内の観光施設や宿泊施設

等のスタッフと外国人観光客のコミュニケー

ションを電話でサポートする多言語コールセ

ンターの運営に要する経費、(5)の事業は、

インバウンド対策を行うコーディネーター等

の設置に要する経費です。(6)の事業は、ク

ルーズ船観光客の安全かつ円滑な受け入れに

要する経費、(7)の事業は、クルーズ船によ

る地元への経済波及効果を高めるため、地元

消費型ツアーの販売拡大に要する経費です。 

 以上、国際課、合計５億4,546万円余をお

願いしております。よろしく御審議のほどお

願いいたします。 

 

○水谷国際スポーツ大会推進課長 国際スポ

ーツ大会推進課でございます。 

 資料82ページの説明欄をお願いいたしま

す。 

 ２の観光客誘致対策費として９億1,220万

円をお願いしております。 

 このうち、(1)の2019女子ハンドボール世

界選手権大会推進事業には、２億7,093万円

余を計上しております。これは、大会会場と

なるパークドーム熊本の整備費、大会に向け

た国際ハンドボール連盟との調整のほか、大

会の機運醸成のためのプレ大会の開催やプロ

モーション活動などに要する経費でございま

す。 

 (2)のラグビーワールドカップ2019推進事

業には、５億9,322万円余を計上しておりま

す。会場の熊本県民総合運動公園陸上競技場

の座席改修などに引き続き取り組むととも

に、来年度は新たに音響設備の改修などを行
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うこととしております。また、九州の開催３

県合同のプロモーション活動なども行うこと

としております。 

 (3)は、東京オリンピック・パラリンピッ

クキャンプ誘致推進事業で、2,934万円余を

計上しております。キャンプ地誘致に向けた

活動などに要する経費及び聖火リレーの準備

に要する経費でございます。 

 (4)は、国際スポーツ大会推進事業として

1,869万円余を計上しております。これは、

国際スポーツ大会に向けた機運醸成や次の世

代に残すレガシー創出のための活動などに要

する経費でございます。  

 以上、職員給与費を合わせ、10億6,174万

円余を計上させていただいております。 

 次に、83ページをお願いいたします。 

 債務負担行為でございます。 

 まず、県立総合体育館整備事業でございま

す。 

 女子ハンドボール世界選手権大会は、熊本

市のパークドーム熊本、アクアドーム熊本、

八代市総合体育館、山鹿市総合体育館の４会

場で開催を予定しております。 

 昨年３月の国際ハンドボール連盟、ＩＨＦ

の視察において、山鹿市総合体育館につい

て、観客席が少なく、また、予定している選

手用ホテルまでの移動時間が長いとの指摘を

受けたことから、山鹿市総合体育館では、予

選リーグではなく、予選下位チームの順位決

定戦、プレジデントカップの実施について検

討を進めてきました。 

 その場合、予選リーグの試合会場がもう１

つ必要になるため、県立体育館を試合会場と

することで準備を進めてきました。 

 先月の２回目のＩＨＦの視察においては、

改めて山鹿市総合体育館も予選リーグの試合

会場になるよう、前回の指摘事項の改善案を

提示しましたが、前回同様、観客席数とホテ

ルの立地環境が世界選手権大会の基準を満た

していないとの指摘を受けました。 

 また、今回は、八代市総合体育館について

も、前回の選手用ホテルの広さに加え、観客

席数が世界選手権の基準を満たしておらず、

さらに、テレビ放映権を取得した国際映像制

作会社から、体育館の形状から国際映像を制

作できないとの指摘があり、ＩＨＦからは、

現状では八代市総合体育館を試合会場とする

ことは困難との考えが示されました。 

 県としましては、一般質問で部長が答弁し

ましたとおり、早急に改善策を取りまとめ、

熊本市、八代市、山鹿市の４会場で大会が開

催できるよう、ＩＨＦに強く要請してまいり

ます。 

 しかし、最悪のことを想定して対応する必

要があり、その場合、山鹿会場がプレジデン

トカップの会場になったときの予選会場とし

て想定し、準備をしていた県立体育館を活用

することで対応したいと考えております。 

 県立体育館を試合会場とする場合、照明の

改修と大型映像装置の整備が必要となりま

す。整備に当たっては、スポーツ振興くじ、

ｔｏｔｏ助成金の活用も可能なことから、大

会後の利便性の向上に向け、仮設ではなく本

設工事とし、同じ年の高校総体開催を見据

え、工期等の関係から、今回債務負担行為の

設定をお願いするものでございます。 

 次に、国際交流員宿舎賃借です。 

 国際スポーツ大会の準備を円滑に進めるた

めに、任用する国際交流員のための宿舎借り

上げを複数年契約とするため、債務負担行為

をお願いするものでございます。 

 国際スポーツ大会推進課は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○早田順一委員長 ここで、昼食のため、休

憩といたします。 

  午後０時15分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時８分開議 
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○早田順一委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、企業局長から総括説明を行い、続い

て次長から資料に従い説明をお願いします。 

 初めに、原企業局長。 

 

○原企業局長 それでは、企業局の議案の説

明に先立ちまして、所管します３事業の最近

の経営状況等について御報告いたします。 

 まず、電気事業ですが、荒瀬ダムにつきま

しては、今年度でダム本体の撤去工事を完了

し、３月27日には、地元や工事関係者等への

感謝の意を込めて、ダム撤去完了式典を現地

で行います。撤去工事完了後も、２年間は環

境モニタリング調査を継続し、撤去後のフォ

ローアップを行ってまいります。 

 また、市房、緑川の４主力発電所は、現在

リニューアル事業に取り組んでおり、このう

ち市房発電所につきましては、来年度には発

電を停止して、発電機の更新工事に入る予定

です。 

 次に、工業用水道事業につきましては、ア

セットマネジメントを踏まえた施設更新計画

に基づき、老朽化した主要設備の更新に取り

組むこととしております。引き続き、関係市

町や企業立地部門と連携して、未利用水の解

消に努め、工業用水の安定供給、経営改善に

向け取り組んでまいります。 

 有料駐車場につきましては、熊本地震によ

る施設災害の復旧工事を行っているところで

すが、駐車台数は順調に増加しており、引き

続き、指定管理者と連携して、安定した経営

を行ってまいります。 

 それでは、今回御提案申し上げております

議案の概要につきまして御説明申し上げま

す。 

 今回提案しております議案は、平成30年度

熊本県電気事業会計予算など、予算関係３議

案です。 

 電気、工業用水道、有料駐車場３事業の当

初予算は、収益的収支と資本的収支を合わせ

た支出予算総額で、対前年度比10億7,800万

円余増の78億5,800万円余でございます。 

 このほか、電気事業、工業用水道事業にお

きまして、設備更新等に係る債務負担の設定

をそれぞれお願いしております。 

 また、その他報告事項として、阿蘇車帰風

力発電所２号機の廃止につきまして御報告さ

せていただきます。 

 詳細につきましては、この後次長及び工務

課長から説明いたしますので、御審議のほど

よろしくお願いいたします。 

 

○早田順一委員長 次に、松岡次長から説明

をお願いします。 

 

○松岡企業局次長 それでは、企業局におけ

る当初予算案の内容について御説明をいたし

ます。説明資料の88ページをお願いいたしま

す。 

 まず、電気事業会計の収益的収支でござい

ます。 

 収益的収入については、14億2,500万円余

ということでございます。電力料金収入12億

3,500万円余のほか、受け入れ利息等となっ

ております。 

 前年度と比較いたしまして減額となってお

りますが、これは、現在取り組んでおります

市房及び緑川発電所のリニューアル事業のう

ち、ことし６月から市房第一、第二発電所が

発電を停止することによる電力料金収入の減

を見込んでいることによるものでございま

す。 

 支出につきましては、17億4,300万円余で

ございます。その内訳といたしまして、維持

運営費等のほか、荒瀬ダム本体撤去後のフォ

ローアップ委員会の経費などでございます。 

 損益につきましては、このページ一番下の

欄にございますけれども、３億1,800万円余

の損失を見込んでいるところでございます。 
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 なお、リニューアル事業に伴う発電停止に

つきましては、市房発電所の発電再開後に緑

川発電所の現地工事を開始するという予定に

しておりまして、発電停止期間が重ならない

ように配慮をいたしているところでございま

す。 

 リニューアル後は、固定価格買い取り制度

による売電価格となりますので、収支は今よ

りも改善すると見込んでおります。 

 次に、89ページをお願いいたします。 

 資本的支出でございます。 

 建設改良費につきましては、債務負担行為

の設定によって、既に契約済みの工事25億

6,000万円余りございますけれども、これを

含めて31億2,700万円余を計上しておりま

す。 

 主な内容としましては、市房・緑川発電所

のリニューアル事業、荒瀬ダム本体撤去後も

継続して実施する環境モニタリングなどでご

ざいます。 

 なお、建設改良費に係る財源でございます

けれども、水力発電設備等建設改良費につき

ましては、企業債による借り入れを27億

9,000万円、それから、荒瀬ダム撤去関連に

つきましては、国の交付金9,000万円余を見

込んでおり、そのほかは内部留保資金で対応

することとしております。 

 このほか、企業債の元利償還金や他会計へ

の繰出金など、合わせて資本的支出の合計で

35億5,200万円余を計上いたしております。 

 次に、90ページをお願いいたします。 

 工業用水道事業会計の収益的収支でござい

ます。 

 収益的収入については、11億700万円余を

見込んでおります。 

 内訳は、３つの各工業用水道事業の給水収

益４億8,700万円余のほか、施設を共有して

いる福岡県等から受託管理収益、それから、

一般会計からの補助金及び長期前受け金戻入

等となっております。 

 支出でございますけれども、11億5,700万

円余でございます。内訳は、維持運営費等で

ございます。 

 損益につきまして、一番下の欄でございま

すけれども、5,000万円余の損失を見込んで

いるところでございます。 

 続きまして、91ページをお願いいたしま

す。 

 同じく、工業用水道事業会計の資本的支出

でございます。 

 各工業用水道事業の設備は老朽化が進んで

いることから、今後の更新に当たって、長期

的な視点を踏まえたアセットマネジメントに

基づく施設更新計画を策定いたしました。 

 この施設更新計画に基づいて、建設改良費

として、各工業用水道事業の予備発電機、そ

れから受電設備の更新など、合計４億7,400

万円余を計上いたしております。 

 このほか、企業債の元金償還金、長期借入

金償還金、予備費等、合わせまして合計で13

億4,700万円余を計上いたしております。 

 次に、92ページをお願いいたします。 

 有料駐車場事業会計でございますが、収益

的収支をここに記載しております。 

 収益的収入につきましては１億2,800万円

余で、内訳については、指定管理者からの納

付金収入１億2,100万円のほか、熊本地震に

伴う共済災害見舞金400万円等を見込んでい

るところでございます。 

 支出については5,800万円余で、内訳は、

維持運営費や減価償却費等でございます。 

 昨年と比べ支出のほうが減少しております

が、これは熊本地震の復旧費用の減によるも

のでございます。 

 損益、一番下の欄でございますけれども、

損益につきましては7,000万円余の利益を見

込んでいるところでございます。 

 次に、債務負担行為の設定でございます。 

 93ページとそれから94ページに、それぞれ

電気事業会計、工業用水道事業会計について
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記載をいたしておりますが、それぞれ設備の

更新事業等の装置更新等のために機械・機器

製作の必要があることから、１年以上の工期

を要することなどによって、31年度まで債務

負担行為の設定をお願いしているものでござ

います。 

 企業局は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いをいたします。 

 

○早田順一委員長 次に、労働委員会事務局

長から説明をお願いします。 

 一労働委員会事務局長。 

 

○一労働委員会事務局長 労働委員会事務局

でございます。 

 今回提案しております平成30年度当初予算

について御説明いたします。 

 説明資料の95ページをお願いいたします。 

 当委員会の予算は、委員会費と事務局費で

構成されております。 

 まず、委員会費についてですが、15名の委

員報酬2,683万5,000円を計上しております。 

 次に、事務局費についてですが、事務局職

員に係る職員給与費6,981万2,000円及び労使

紛争の審査、調整、あっせん等を行うための

運営費532万8,000円を計上しております。 

 以上によりまして、当委員会の予算総額は

１億197万5,000円となっております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○早田順一委員長 以上で商工観光労働部、

企業局及び労働委員会の説明が終わりました

ので、議案について、各部局を一括して質疑

を受けたいと思います。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いしま

す。 

 また、質疑を受けた課は、課名を言って、

着座のままで説明をお願いします。 

 それでは、質疑はございませんか。 

 

○城下広作委員 各課ということではないん

ですが、一番最初に部長がちょっと挨拶され

た中のところで、ちょっと確認をさせてくだ

さい。 

 私は、きのう、おとといと、まず運送業の

社長と会う機会がありました。また、パチン

コの経営者とも会う機会がありました。あと

は医療機関の方、それとあとコンビニ、全て

経営者というか、中心者ですけれども、こと

ごとく皆さん、とにかく人がいないと。 

 パチンコ屋に言わせると、ホールのスタッ

フがいないから外国人を雇いたいと。ところ

が、風営法の関係で外国人はなかなかこれは

難しいらしいんですよ。これで頭抱えられて

いた。医療機関は、厨房、特に患者に対する

食事賄いをするこのスタッフがいないと。提

供するということ自体に四苦八苦して大変厳

しいと。時給を、最初1,000円、今1,200円出

しても人が来ないと。まあ、最低賃金ではる

かにバイトでもかなりいい部分なんですが、

これでも来ないと。コンビニは、私の知り合

いでオーナーですけれども、１店舗は人材が

いないから店を閉じました。高校生、大学生

は、今来ないらしいです、アルバイトにはあ

んまり。要するに、コンビニも、1,000円以

上、もう今は時給を払うというような感じ

で。 

 いろいろと労働対策で、人材確保とかいろ

いろあるんですけれども、景気もＶ字回復

で、とにかく震災以降潰れる企業もないと言

うんですけれども、実態は本当にもうぎりぎ

りで、人間もいなくて、もう必死になって、

これがずっと続くと、今度は最終的には人材

がいなくて会社を回せないというようなこと

が起こるみたいな話もするんですね。 

 特にトラック業界なんかは、この５月ぐら

いにちょっと法制度がいろいろあって、長時

間とか、運送時間が厳しくなって制限される

と、かなり厳しいペナルティーも加えられる
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ということで、あれがまともに適用される

と、それこそもう廃業せんといかぬごてなる

だろう、人間も当然おらぬしと。 

 そういう部分で、全体の県の雇用という

か、どこの分野じゃなくて、全部大体そうい

うふうに聞くもんだから、この辺の現実は、

私が聞く部分と県の雇用関係の情報を照らし

合わせ、そういうふうなものと一致している

のか、それとも、そんなないとかと、それは

どういうふうにちょっと捉えられているの

か。数字としてでも、感覚としてでもいいで

すけれども、そういう状況をどうやって今把

握されているか、ちょっと確認させていただ

きたいと思います。 

 

○奥薗商工観光労働部長 私も、企業経営者

とよく会う機会もございます。その場では、

先生おっしゃるように、やはり人が非常に厳

しいというお話をどなたもおっしゃるという

ことでございます。ですから、先生が今おっ

しゃった認識というものが現実であろうとい

うふうには思っております。 

 ただ、施策的に、申しわけないですけれど

も、その決定打がないといいましょうか、や

はり全国的にこの傾向が続いている、それ

に、本県については、震災というところの要

因が加わっているということであろうという

ふうに思っております。 

 まあ、決定打はございませんけれども、可

能性があるところを一つ一つ、要するに、外

国人もそうでございますし、高齢者、それか

ら女性、それから、まずは出ていく若者をい

かに引きとめるか、向こうに行った方で熊本

に来られる可能性のある者をいかに連れてく

るかということを地道にやるしかないという

のが、正直言って今の現状でございます。 

 

○城下広作委員 まさに部長も私も同じだと

思います。 

 やっぱり、まず熊本から出ないように、だ

からとどめていくという施策を考えられてい

る。それと、今度はまた逆に言えば、中央に

いる人を熊本に来てもらうということも当然

考えてやるということで、それと、根本的に

仕事をしていない人が、逆に言えば潜在的に

多くて、その人たちが就労につくと少しはい

いんだけど、このついていない人が実際どう

いう人なのか、いわゆるよくひきこもりとか

なんとかという人なのか、そういうのがめち

ゃくちゃ多くて、実際には空回りしていると

いうようなこともあるのかと。 

 それもよく、政策は別の次元の政策とし

て、しっかり人間の、逆に言えば、有効に機

能していないということを分析しながら、そ

こにも手を打つようなことも考えていくこと

が必要なのかなと。 

 特に、最終的には、企業も、好成績であっ

ても、極端に言えば、人間によってどっと確

保できないことにやめざるを得ないというこ

とで、どこから右肩下がりでぐっと企業が激

減するみたいなこともあるのかなとやっぱり

心配しておりますので、ぜひそれは、済みま

せん、各分野というか、まずは総論としてち

ょっとそのことを――つい最近、極端にそう

いう情報を聞いて改めてびっくりしたものだ

から、確認をさせていただきました。ぜひ頑

張っていただきたいというふうに思います。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。 

 

○ 大造委員 何問かあるんですが、48ペ

ージでまずですね。 

 信用保証協会が保証した分で、損失補償で

１億2,700万円ほど計上されているんですけ

れども、これは銀行に対する裏保証みたいな

形になっていると思うんですが、これは、も

う払えなくなる、そういう破産したりする人

の比率、事業に失敗する比率ってどのくらい

なのか。 

 あと、この１億2,720万円って、これは県



第７回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成30年３月13日) 

 - 38 - 

の全額負担なのか、財源はどこなのか、教え

てください。 

 

○浦田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 まず、保証協会の事故率について、単年度

で大体1.5から、まあ少ないときは0.5という

ふうな状況でございます。 

 それと、２点目ですけれども、この財源に

つきましては、全て一般財源になります。保

証協会と持ち分を負担しておりまして、まず

はその保険で補塡される。保険で補塡される

以外の部分を、責任共有割合、銀行との共有

割合、８対２とか、たまには県と保証協会で

10対０とかというような状況もございます。

それに、事故率をおのおの、この場合５から

20％、ちょっと大目に組んでおりまして、さ

らに保証協会と県の負担割合、６対４で計算

してこの額になるわけでございます。 

 

○ 大造委員 了解です。 

 続いていいですか。 

 

○早田順一委員長 はい。 

 

○ 大造委員 次のページの49ページなん

ですが、２問続けて質問させていただきま

す。 

 くまもと復興人材ＵＩＪターン促進事業、

こういう新規の事業も絡めてなんですが、こ

の何年間か、過去20年間ぐらい、人材派遣の

会社が隆盛を極めて、民間で随分できる仕事

も県が同じようなことをやっていると思うん

ですが、民間のそういう人材派遣会社との兼

ね合いですね。どういうふうにリンクアップ

してやっているのか、もうちょっと詳しく教

えてください。 

 それと、69ページに飛ぶんですが、工業団

地なんですが、売れ残っている工業団地って

もうほとんどないような認識なんですが、ど

こに今、問題点があるとしたら、あるのか。

そして、今後、県南地域とかでどんどん工業

団地をつくっていくべきだと私は思っている

んですが、その辺の展望を教えてください。 

 

○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

す。 

 熊本県ＵＩＪターンの就職支援センターの

民間事業者との関係ですけれども、実は、平

成28年の12月までは、県職員が――嘱託職員

ですけれども、熊本と東京のほうに、そうい

った相談窓口という形でこのＵＩＪターンの

窓口を設置しておりました。 

 しかし、なかなか実績が上がらないという

ことと、外にいろんな情報収集とかそういっ

た活動を活発化するために、実際、人材派遣

会社のほうに委託して、平成29年の１月か

ら、今ちょうど１年前に、申しわけございま

せん、先ほどちょっと１年間間違っておりま

したけれども、１年前に民間事業者に委託し

て、そのＵＩＪターンの窓口を設置すること

としました。  

 それは、組織的に、実際、民間のノウハウ

とか、登録してある人や開拓のノウハウなん

かを活用して、熊本県へ帰ってきていただく

人を開拓しようということで取り組んだもの

でございます。 

 その結果、これまで、例年、登録した人20

名ぐらいのＵターン者という形で進めていた

ものが、今年度に関しては、４月から、大体

もう既に60名ぐらいの方が帰っていただいて

いるような状況でございます。よって、民間

のノウハウを活用して、最近はそのＵＩＪタ

ーンを進めているというのが現状でございま

す。 

 以上でございます。 

 

○小牧企業立地課長 工業団地についての御

質問でございます。 

 まず、県の工業団地につきましては、先般
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も申し上げましたように、企業立地、非常に

好調に進んできている状況でございまして、

物につきましても、かなり工業団地の残がな

くなってきております。 

 例えば城南については、先般、スマートイ

ンター、城南を通りましたので、城南工業団

地も既に完売というような状況も含めて、か

なり完売の工業団地が進んでおります。一方

で、仮設住宅とかで、今仮設住宅で利用して

いるところを除くと、大体完売の状況になり

ます。 

 ただ、今大規模な工業団地、これが菊池の

工業団地がございます。これが約15ヘクター

ルございます。そういった大規模な工業団地

というものは、これから大規模な立地に対応

するために、やはり県として持っておく必要

がある、また、逆に、そういった大規模な工

業団地が売れれば、また次の工業団地という

ものをやっぱり県として考えていく必要があ

るだろうと思っています。 

 ちょっと展望の話がありましたけれども、

一方で、１ヘクタールから３ヘクタール規

模、どちらかというと５ヘクタール未満の工

業団地については、これはやはり市町村の役

割も非常に大きくなってきているんだろうと

思っています。 

 そこで、65ページ、今回出しております

が、65ページの(8)でございます。市町村施

設整備促進事業というものを、ここで工業団

地の整備に対する助成ということを記載させ

ていただいておりますが、今回、今言いまし

た、大規模と中規模の役割というのを少し明

確にする中で、その市町村が工業団地を整備

する際、通常起債をします。ただ、起債の対

象にならない経費があります。例えば基本設

計とか地下水の調査とか、そういったもので

ございますけれども、そういった起債の対象

にならない経費を一部県が負担することによ

りまして、そういった市町村の工業団地の整

備というものを後押ししていきたいと、そう

いった展望を考えているところでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○ 大造委員 了解しました。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。 

 

○松田三郎委員 最初に城下委員の御質問の

ところで関連して申し上げればよかったんで

しょうけれども、よければ石元課長に。 

 おっしゃるように、冒頭部長の御挨拶の中

に、県内の有効求人倍率が1.65。城下委員お

っしゃったように、我々も、例えば募集して

もなかなか人が集まらないというのは、全

国、多少の違いがあっても、同じような傾向

だと思います。 

 ただ、アルバイト、パートも含めて、実際

募集をすれば、その職を求めて就職しとんな

はる人も実際おんなはるはずですよね。です

から、さっきおっしゃった理由が、いわゆる

自分がやりたい仕事、あるいはもうちょっと

待っとけば給料も上がるかもしらんし、待遇

もよくなるかもしらんという、様子見といい

ますか、あるいはいわゆるミスマッチ、自分

が欲しているところはあんまり募集してない

けど、ほかのところは多いとかって、いろい

ろなパターンがあるんだろうと思います。 

 それで、さっきの話のように、失業率はそ

れでもゼロじゃないはずでしょうから、要

は、募集してある程度確保できる業界なり企

業と、幾ら給料上げても来ないというところ

は、何の違いというか、あと仕事を探すほう

も、確かに1.65と言えば、１人に対して1.65

の仕事口ということでしょうから、どこかに

はちゃんと就職しとっとかな、どっかにおる

はずですもんね。そういうのを、何か我々に

ヒントになるような話を、課長なり、もしく

は部長かもしれませんが、ちょっと教えてい

ただければ。そのパターンも、城下委員おっ



第７回 熊本県議会 経済環境常任委員会会議記録（平成30年３月13日) 

 - 40 - 

しゃったように、いわゆる無業者の方とか、

数字上はきっちり過不足なく当てはめればも

うちょっと数字は下がるんでしょうけれど

も、どこにどういうふうに職につかない人た

ちがいて、どこにどういうふうについている

のかというのが、ちょっとわかるような話が

あれば教えていただきたいと思います。 

 

○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

すけれども、実際には、統計的に把握できる

のは、熊本労働局が毎月発表しております雇

用情勢でございまして、それが１月末現在が

発表されておりまして、それが、部長が挨拶

で申しましたけれども、1.65という数字がそ

うでございます。 

 その中で、大体雇用情勢が厳しいと申しま

すか、そういう業種といいますのは、医療関

係でありますとか、あとは小売業とか、そこ

ら辺の業種が非常に厳しい状況でございま

す。 

 ただ、一般的な事務といいますのは、そこ

までは――また厳しくはあるんですけれど

も、そこまで、医療・福祉関係とかと比べて

は、有効求人倍率は上がっていない状況でご

ざいます。 

 ただ、どういうものが影響しているかとい

いますと、やっぱりそこは雇用環境の――就

業時間であったり、あとは賃金であったり、

やっぱりそこら辺が影響しているのかなとい

うふうに考えてはおります。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 おっしゃるように、なかな

かこのデータ自体、理由までアンケートを細

かくとるというのもちょっと難しいんでしょ

うけれども、今医療、介護とか小売が厳しい

と。こういうところは、企業の限界もあるで

しょうけど、幾ら給料を高くしても、やっぱ

りちょっと難しいんですかね。幾らという

か、ある程度まで高くしても――さっき職場

環境とおっしゃったのは、待遇が主ですか。 

 

○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

す。 

 勤務時間とか勤務体系とか、そういったも

のも影響してくるかと思いますけれども。 

 

○松田三郎委員 入るまでってなかなか、お

っしゃるように、いいことばっかり書いてあ

るとは言いませんけれども、時間とか、入っ

てみないとわからないことが多いのに、客観

的にわかる情報で多くの方が判断する、それ

はいつの時代もそうかもしれませんけれど

も、そうなると、皆さんもそうでしょう、我

々も、ある程度原因なり、この要因が絞られ

たところに政策を打っていくと、ふだんなさ

っていることだと思いますが。そういう何か

調査とか、もとになるデータとかが――ころ

ころ変わるかもしれませんが、あれば、もう

ちょっと我々もイメージしやすいかなと思い

ます。いいです。 

 もう１ついいですか。 

 

○早田順一委員長 はい、松田委員。 

 

○松田三郎委員 国際課、資料78ページです

けれども、さっきの御説明で、３の(4)です

ね。これは、通訳、翻訳に要する経費って、

簡単に言うと、県がいろいろ事業する中で、

必要なときに通訳の方をお願いする経費とい

うふうに理解していいんですか。 

 

○小金丸国際課長 国際課でございます。 

 御質問の件でございますが、この通訳に関

しましては、現在、国際課のほうに常駐的な

形でおりまして、実は国際協会のほうに県が

委託する形で、現在、韓国語とスペイン語の

通訳をする２名が非常勤嘱託的な勤務時間で

県庁に勤務しております。 

 通常業務としましては、県内からのさまざ
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まなお問い合わせ、それから、特に韓国語に

つきましては、今海外からのインバウンド、

それから、特に交通政策課が国際振興という

観点から路線誘致等を行っておりまして、そ

ういった業務にも従事しております。また、

いわゆるトップセールス、そういった形にも

あわせて従事させていただいているところで

ございます。 

 以上です。 

 

○松田三郎委員 韓国語、スペイン語とおっ

しゃる――前、中国語もいらっしゃったと思

いますけれども、今はあれですか、国際課

に。 

 

○小金丸国際課長 国際課でございます。 

 昨年度までは渡辺さんという中国語の通訳

の方もおられましたが、現在は、79ページの

貿易振興費の(2)の海外展開推進体制整備事

業とございますが、こちらのほうの事業を活

用しまして、こちら、貿易協会のほうに委託

する形で、中国語並びにビジネスに精通した

人物を、県の国際課のほうに一応派遣をいた

だいておりますので、中国語に関しまして、

今はそういった職員というか、者が従事して

いるところでございます。 

 

○松田三郎委員 わかりました。 

 これは、先般、課長も一緒に、国際スポー

ツ大会推進特別委員会で、ラグビーで熊本県

で試合をなさるところの大使館にと、それは

ほかの国もそうでしょうけど、できるだけイ

ンバウンドで来られた方に言葉で対応でき

る、といっても何十人用意するわけにもいか

ぬでしょうから、主要な今の４つということ

でしょうけど、これから特に2019年に向けて

は、国際スポーツ大会もありますし、さら

に、県自体としてもインバウンド、欧米豪も

含めてとなると、なかなかいろいろ言葉が通

じなかったというケースも多くなるんだろう

と思います。だからといって、県で何か養成

してくださいって、この、何ですか、多言語

コールセンターとか、いろいろ広がりは努力

していただいているようでございますが、今

――これは最後でございます、例えば、県の

ほうに、市町村とか企業でも、どこか何々語

をしゃべれる人を紹介してもらえませんか

と、さっきおっしゃったように、協会を通じ

てかもしれませんが、どれぐらいの数の言語

に関して――というのは難しかですね。でき

るものでしょうか。 

 

○小金丸国際課長 国際課です。 

 やはりお問い合わせがある言語としまして

は、今最も熊本県と交流が深い中国語圏、台

湾も含めてですね、そういったところと、ア

ジアを中心にというところになろうかと思い

ます。一方では、英語とかそういった言語に

ついても、契約書を見てほしいとか、そうい

ったお問い合わせも、昨日とかいただいてい

るところでございます。 

 人材の活用につきましては、ちょっと趣旨

は違うのかもしれませんが、78ページの６で

ございますが、右の欄ですが、ＪＥＴプログ

ラム事業費、これは、海外からそれぞれ、今

県内では100人ほど、熊本市を合わせますと 

130人ほど、中学校、小学校のほうに外国の

いろんな国から来られた先生方が従事してお

られます。 

 こういった方々も、通常業務の傍ら、さま

ざまな地域で、国際交流という観点からいろ

んな触れ合い的な部分もされておられますの

で、こういったＪＥＴプログラムの先生方の

活用というのも、一つ今後の方策としてはあ

るのではないかというふうに考えておりま

す。 

 以上です。 

 

○松田三郎委員 わかりました。 
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○早田順一委員長 よろしいですか。 

 

○松田三郎委員 了解しました。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。 

 

○岩本浩治委員 松田先生と城下先生に関連

すると思います。50ページで、労働雇用創生

課なんですが、やはり先ほど松田先生からの

質問にありましたように、医療、福祉等、職

種等によって非常に厳しいと。そういう中

で、労働福祉費で働きやすい職場改善と、こ

れを、どういう部分で、勤務時間帯の問題と

か、賃金の問題とか、休みの問題、そういう

のを、この職場環境づくりに総合的に支援し

ますよと。これは、どこがやるのか、そして

どういうふうな支援をされているのか。やは

り、小まめに勤務体制の問題とか賃金の問題

とか、そういうのがなければ、なかなかこう

いう職場環境づくりも厳しい部分があるので

はないかと思うんですが、ちょっとお聞かせ

いただければと思います。 

 

○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

すけれども、県内企業の方々に、アドバイザ

ー、社労士さんを派遣して、事業主へのセミ

ナーの開催とか、またワーク・ライフ・バラ

ンスの普及啓発なんかに取り組む事業がこの

事業でございます。より働きやすい職場環境

という形で御提案を差し上げることで、企業

内の人材の定着と就職の促進という形で進め

ているものでございます。 

 以上でございます。 

 

○岩本浩治委員 そうしますと、労働基準法

に違反しない範囲での社労士の説明が主力に

なるのではないかなと思うんですよね。これ

で、どのくらいの実績が上がっているのかと

いうのがわかればなと思うんです。 

 

○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 ちょっと昨年度の、今年度にかけての実績

が手元にないので、ちょっと調べて後で御返

事、御回答させていただきたいと思います。 

 

○早田順一委員長 今の件は後でということ

でいいでしょうか。 

 

○岩本浩治委員 はい。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。 

 

○西山宗孝委員 44、45ページ、商工振興金

融課のほうにお尋ねしますけれども、グルー

プ補助関係の事業が随分進んでおりまして、

私、昨年度に、補助をいただきながら自己資

金も投資して、その事業所改修されていると

いうことで、その後が非常に経営的なこと

が、短期、中期に向かって大事なことではな

いかというお話をしたんですが、先ほどの説

明の中で、もうちょっと私も詳しく聞けなか

ったといいますか、今後、経営支援について

の新年度に予算がついているということで、

もう少し詳しくお伺いできればと思います

が。 

 

○浦田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 まず、44ページの６番、小規模事業対策費

補助、これが商工会、商工会議所、商工会連

合会の動ける経費になってくると思います。 

 これにつきましては、ことし、今回21億

192万2,000円をお願いしておりますけれど

も、昨年の予算は20億9,197万5,000円で、こ

とし990万円ほどふやしております。 

 このうち、人件費が伸びておりますので、

人件費の伸びが大きいんですけれども、事務

費についても、一昨年は、予算編成方針で事

務費関係マイナス20％というシーリングがか
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かりましたので、非常に厳しい状況でござい

ましたけれども、29年度は、対前年比でマイ

ナス5.4％に抑えさせていただきました。さ

らに、ことしは、その予算に加えて200万円

ほどやりくりをして増額をしているような状

況でございます。 

 それと、グループ補助金の関係で、経営指

導を充実させなければならないということで

ございますが、そういった事業としまして、

45ページの商工施設災害復旧費の中小企業等

復旧・復興支援事業の中で、経営支援関係で

専門家派遣の経費を充実させております。こ

としも、この３億6,100万円のうち3,600万ほ

ど計上させております。 

 非常にニーズも高うございますので、こう

いった専門家派遣を通しまして、これも商工

会と連動した話でございますけれども、被災

された企業者の支援に向けて頑張ってまいり

たいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○西山宗孝委員 商工会に対する補助のこと

まで詳しく、御丁寧にありがとうございまし

た。 

 あとのほうの質問を主にさせてもらったつ

もりだったんですけれども、実は、今回

3,600万円ほどの経営支援のアドバイザーで

すか、そのことが予算化されていることは非

常にありがたいことだと思うんですが、なか

なか、通常、商工会のほうに、自分ところの

事業所で、それぞれの事業所、職種も違うん

ですけれども、通常、税理士を置いたりして

経営的なことをされているんですけれども、

それじゃちょっと経営的なアドバイスがいた

だけないということで、従来も商工会の中に

は経営支援のアドバイザーとかいらっしゃっ

たんですけれども、そういったところを利用

したところ、ごく普通の経営分析・戦略まで

行かないで、まあまあでしょうというような

返事をいただいたところも例にあるんですよ

ね。 

 今回は、特に投資もされているわけです

し、そのアドバイザーの質の問題、内容の問

題等については、今後、これは多分、商工会

連合会のほうの経由での事業になろうかと思

うんですが、どういう方々といいますか、を

想定されておるのか、あるいはお考えがあれ

ば聞かせていただければと思います。 

 

○浦田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 今までの支援では、ちょっと専門家の質的

にも足りないというような話でございますの

で、そこについては、また連合会と十分話を

させていただいて、より専門性の高いアドバ

イスが送れるような方たちを派遣できるよう

に、今後協議してまいりたいと思います。 

 

○西山宗孝委員 もうちょっと平たく言え

ば、何とか今の投資を踏まえて、今後商売を

やっていけるか、何年後ぐらいにはもっと商

売を広くしたいとかあるいは収益を上げたい

とかいう切なる思いはほとんど一緒なんで

す、中小企業はですね。 

 そういったことに対して、実体の数字でも

って判断するというのは非常に難しいところ

なんですけれども、そこらあたり私も余り専

門じゃありませんけれども、経営のコンサル

がいろんな職種がおられるので、ぜひとも今

お話があったような検討、せっかくやるなら

ば、そういうところまで含めて、御支援、研

究していただきたいと思います。ぜひお願い

したいと思います。 

 以上です。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。 

 

○ 大造委員 ちょっとあと４つお願いし

ます。 

 まず、観光物産課にお聞きしたいんです
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が、74ページ、75ページで。 

 代表質問、一般質問でも取り上げられたん

ですけれども、「いだてん」というのが来年

大河ドラマで行われると。そういった「いだ

てん」、今「西郷
せ ご

どん」が流れているんです

が、鹿児島県がＰＲですごくうまくいってい

るなというふうな実感をするんですが、熊本

県はどういう取り組みで、予算計上とかどう

いうふうに考えられているのか、教えてくだ

さい。「いだてん」に関してです。 

 

○早田順一委員長 委員、今のはどこの

部分。 

 

○ 大造委員 いや、この観光物産課にお

聞きしたいんです。この予算計上でどういう

ところに。 

 

○早田順一委員長 関連して74ページです

か。(「「いだてん」は企画じゃないか」と呼

ぶ者あり) 

 

○ 大造委員 企画なんですかね。その辺

ちょっとよくわからないので教えてくださ

い。 

 

○永友観光物産課長 お尋ねの件は、「いだ

てん」の予算を観光物産課で組んでいるかと

いうお尋ねでよろしいでしょうか。 

 

○ 大造委員 はい。 

 

○永友観光物産課長 資料の75ページの上か

ら３つ目の(8)、「がんばろう！熊本」観光復

興事業というのがございますけれども、ここ

に記載の県内への誘客を図るためのプロモー

ション及び旅行商品造成に要する経費という

ことで、ここで「いだてん」、来年１月に始

まりますので、当然、その「いだてん」の放

映に合わせたプロモーションを打っていく予

算も、ここの中に計上しているところでござ

います。 

 

○ 大造委員 ぜひ、がんがんＰＲをよろ

しくお願いします。 

 あと、続けていいですか。 

 

○早田順一委員長 はい、どうぞ。 

 

○ 大造委員 82ページなんですが、女子

ハンドボール世界選手権に関してちょっとお

聞きしたいんですが、山鹿の体育館と八代の

体育館でちょっとなかなかうまくいってない

ということなんですが、通常、国際大会を誘

致する際に、これこれこういう体育館があっ

て、こういうところで開催したいと思うとい

うので選ばれると思うんですが、その辺、今

となって、この期に及んで、もう来年という

時点で、高さが足りないとかホテルの数が、

距離が遠いとか、これはどういう経緯でそう

いうふうになっているのか、教えてくださ

い。 

 それと、最後、企業局にお尋ねなんです

が、87ページを見ているんですが、損益が３

億円ぐらい赤字ということで、ちょっとこの

表を見ても、この財務内容がどうなっている

のかってさっぱりわからないんですが、あと

向こう何年ぐらいでプラスに転換できるのか

と、あと資産状況ですね。普通だったらバラ

ンスシートとか見ればわかるんですが、今ど

うなっているのか、もうちょっと詳しく教え

てください。 

 以上です。 

 

○水谷国際スポーツ大会推進課長 国際スポ

ーツ大会推進課です。 

 女子ハンドボール世界選手権大会につきま

しては、平成25年10月に世界ハンドボール連

盟の理事会で決定いたしました。 

 その決定に当たりましては、熊本からは、
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招致活動に手を挙げていたんですけれども、

幾つか複数の体育館を挙げて誘致活動を行い

ました。その後、いろいろ決定した後、地元

で開催するに当たって、どの試合会場がいい

のかということを地元の市町村あたりといろ

いろ協議しながら、最終的には熊本市内のパ

ークドーム熊本、アクアドーム熊本、八代市

総合体育館、山鹿市総合体育館でございま

す。 

 大会の開催に当たりましては、地元市町村

の負担もありますので、市町村の御意向も聞

きながら会場を決めていったという次第でご

ざいます。 

 また、今回の八代、山鹿につきましては、

97年の男子世界大会でも会場になっておりま

した。ですので、今大会につきましても、十

分大会が開催できるだろうということで考え

ておりました。 

 今回、特に八代会場につきましては、初め

て国際映像を取得したテレビクルーも一緒に

同行しましたので、その際に、ちょっと天

井、カメラを映すところのポイントが、天井

がちょっと低いので、カメラポジションがな

かなかとれないという御指摘がございまし

た。 

 ということで、試合会場の経緯につきまし

ては、地元の市町村と相談しながら決定した

ということと、前回の男子大会の場合もでき

たということで会場として決めさせていただ

いて、国際連盟と協議を続けていたという次

第でございます。 

 あとホテルにつきましては、ただいまの97

年の大会も、同じ世界24カ国参加してやった

んですけれども、その際は、同じ八代、山鹿

の会場も使いまして、熊本市内のホテルに宿

泊して、そこから会場にそれぞれ輸送すると

いう形でやっておりまして、今回、できるだ

け地元に宿泊していただきたいということも

ありまして、地元のホテル、近いところを検

討してきましたけれども、今回、そういった

世界大会の基準にはちょっと厳しいというお

話があったというところでございます。 

 

○早田順一委員長 続けて、企業局お願いし

ます。 

 

○松岡企業局次長 企業局でございます。 

 企業局の経営見通しについての御質問とい

うふうに受けとめておりますけれども、ま

ず、今後の将来的な見通しということでのお

話であったかと思いますけれども、この87ペ

ージの当初予算の状況について、もう一度ご

らんいただきますと、電気事業会計とそれか

ら工業用水道事業会計、赤字ということで見

込みを立てておりますが、工業用水道事業会

計については、ずっと厳しい状況が続いてお

りますが、電気事業会計については、来年度

とそれから再来年度については、特に主要な

発電所の運転停止という時期を迎えるという

ことで、収入が大幅に減ずるという状況がご

ざいます。 

 そういった中で、若干この２年間について

は、厳しい状況が続くという見通しを立てて

いるところでございます。 

 ただ、収益の状況を見ていきますと、例

年、上のほうに電気事業の収益的収支の損益

のところで、括弧書きで昨年度の状況が書い

てありますけれども、実際にこれを決算をし

てみますと、１億5,000万円程度の収益が上

がっているという状況でございまして、実態

としては、かなり例年黒字をずっと計上して

きているという状況がございます。 

 ということで、若干、30年から32年度まで

は、赤字期間の、電気事業についても、赤字

を出していく見通しを立てておりますけれど

も、何とかこれまでの内部留保等でしのいで

いくことはできる。 

 それから、今後、リニューアル後につきま

しては、固定価格買い取り制度、いわゆるＦ

ＩＴということで、単価等も現在に比べて 
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――今現在８円50銭ぐらいで電気の売電をし

ておりますけれども、それが24円ということ

で、かなり高額になってくるということで、

年間10億程度の収益が毎年出てくるという見

込みを立てている状況でございます。 

 それから、資産の状況ということでござい

ますけれども、そういったことで電気事業に

つきましては、かなりの、これまでも内部留

保金等が存在しておりまして、今後、ＦＩＴ

に移行していくにしたがいまして、また留保

もふえてくるという状況を今現在見通してい

る、そういう状況でございます。 

 ただ、工業用水道事業については、今後と

もかなり見通しが、厳しい経営状況が続くと

いうことで見通しておりますので、できるだ

け給水の企業をふやしていくという努力を、

引き続き続けてまいりたいというふうに考え

ております。 

 駐車場については、今現在、指定管理者制

度の導入によりまして、安定的な経営を続け

ているということで、特段大きな動きはない

と、今の状況がしばらく続いていくものとい

うことで見通しているところでございます。 

 以上でございます。 

 

○ 大造委員 了解です。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。 

 

○城下広作委員 さっき松田先生のときに、

外国人のいろいろ通訳とかサービスというの

があるんですけれども、これは全く私が思い

つきで考えたんですけれども、県にはいろい

ろ外国人の方が労働で来ているじゃないです

か。私が知っている会社には、インドネシア

人が５～６人来て、一緒に共同生活して、社

長に残業させてくれさせてくれと、物すごく

仕事意欲があるわけですよ。仕事も早く覚え

ると。逆に言えば、同じく日本人が入って仕

事して、先に１年したら日本人がリタイアす

ると、あんまり力の差が、逆に。言葉はわか

らなくても、仕事は早く覚えて、日本人が精

神的に参ってもうやめると、彼らが生き残る

みたいな感じですね。 

 だから、そうやってレベルの高い人たち

が、日曜日なんかは、もう何もしないで家に

いるらしいですよ。仕事はさせられぬから。

そうすると、そういう方々がたくさん――た

またまその会社はインドネシア人。もう１人

知っているところは、ネパール人を雇って、

またこれは日本語も堪能なんですよ。 

 こういうメンバーが、土日なんか、逆に言

えば、ワールドカップとかそういうときに、

ボランティアもしくは臨時的にそういう言葉

といいますか、結構、母国の人が来ると、そ

ういう人たちが、逆に言えば言葉の部分とし

てお手伝いができるということで、県内には

企業で、例えば、平田機工なんかインド人が

いっぱいいますよね、あそこに。何人かそう

いう外国の方が、私たちの県の中で必要なと

きに――土日ですよ、仕事しているときはで

きぬから。そういうときに、ボランティアも

しくは有償でちょっとお願いをしてやるだけ

でも大分助かるんじゃないかと思うけど、こ

ういう考えは持ったことがあるのか、それは

全く考えられぬのか、ちょっとどうなんです

か。こういうアイデアというのはどうなんで

しょう。 

 

○石元労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

す。 

 今城下委員からお話になった外国人の方と

いうのは、外国人技能実習生の方だと思いま

す。これは、在留資格は技能実習生という形

で入ってこられていて、基本的には３年、優

良な管理団体、また優良な現場の企業で実習

されている方は５年という形で法律改正がな

されて、その期間、日本で習得した技術を母

国に帰って普及していただくという目的で、

その技能実習生という在留資格で入られてこ
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られている方です。 

 基本的に、入られるときに、実習計画等を

作成されて、その技術、技能を習得するため

にいらっしゃっているということでございま

すので、そういった別の業務というものはな

かなか難しんではないかと考えているところ

です。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 じゃあ、例えば、せっかく

日本に来たから、何か日本でそういう国際大

会がある、そして自分の母国の人たちが来

る、そういうのに、自分がボランティアとし

て、自分が言葉で、そういう簡単な通訳みた

いな形でお手伝いしてもいいよというような

ことはできるのでしょうか。 

 

○小金丸国際課長 国際課でございます。 

 ちょっと法律の詳細はわかりかねるところ

もございますが、一般的に、現在、県内にお

住まいの外国人の方は、直近のデータでいく

と、大体１万7,000人おられます。ほんの２

年ほど前は１万人だったということから比べ

ると、もう２年ほどで1.7倍と。 

 実際、そういった方々が、どういった、ま

あ、勤務時間外に交流をされているかといい

ますと、国際交流団体にいろいろ参加されて

いる方もおられます。例えば、インドネシア

の方であれば、そういったインドネシアの協

会の方と一緒に交流もされている。 

 そういった意味で、法律的な制約がない範

囲で、私ども、国際協会を事務局としてやっ

ておりますが、さまざまなそういった海外の

協会、団体等の交流を活性化する中で、そう

いった交流の輪を広げ、そういったインバウ

ンド、あるいは、今度、国際スポーツ大会に

向けての、ボランティアという範囲で活用い

ただくというのは、非常に我々としても、き

ょう、なるほどだなと思ったところでござい

まして、今後、私ども、協会の交流事業を進

めるに当たりまして、ちょっと留意してまい

りたいというふうに考えております。 

 以上です。 

 

○城下広作委員 １万何千人もいれば、結構

協力的に、せっかく日本にいるから、自分が

何かの形で熊本の役に立てばいいですよと、

土日休みのときはと言う人が、声をかけてみ

て、別に制約がなければ、大いにやっぱり活

用するという工夫はあったほうがいいんじゃ

ないかと、それが結果的にはいい関係につな

がるというふうに思うわけです。 

 もう１点いいですかね。 

 

○早田順一委員長 はい、城下委員。 

 

○城下広作委員 今のは助走でございます。

これはいっちょ聞きたいのがありまして、こ

こに、例えば65ページに、八代港とか熊本港

のポートセールスがいろいろあるじゃないで

すか。いわゆる、熊本の物をある程度出す云

々という。ちょうどもう10年ぐらい前ですか

ね、熊本空港の夜間便というのがずっとあっ

て、もともと潜在的にばあっと出すのがある

のはあったんだけど、結果的には騒音の問題

でできなくなった。しかし、今でもこの需要

というのはまだあると。本当は、夜間便であ

るとか、例えば昼間の貨物の部分としてばん

ばんやったら、もっとたくさん需要があるか

らやれるというようなことがあるのか。 

 それで、もしあるとすれば、今後、熊本空

港がいろいろ民営化の運営になるけど、この

貨物便とかなんとか、こういう形の部分、こ

ういうことをちょっと考えるという余地があ

るのかということ。これは、ちょっと企画も

関係するかもしれぬけど、一応販路とか経済

という関係の部分で、この部署でもしそうい

う考えがあるのかを確認したいと思います。 

 

○中川政策審議監 今委員おっしゃいました
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ように、海外に向けた物の輸出というのは、

私どもも精いっぱい取り組んでおりますの

で、これからいろんな形で、特に小口も含め

て、外に出す機会は逆にふやしていこうと思

っております。 

 じゃあ、どうやって物をリアルに出すかと

いうのは、八代港もございますし、あと熊本

空港も考えられると思います。ただ、その中

で、夜間便を使うかどうかといいますのは、

周辺の住民の方の騒音問題というのも並行し

て考えなければなりませんので、ニーズとあ

わせて周辺環境にどういう影響を与えるか

と、そういう観点でこの夜間便の問題という

のは対応していくことになるかと思います。 

 

○城下広作委員 いや、私は、夜間便をやれ

という意味じゃなくて、夜間ではもうできな

いということになっていれば、昼間の貨物便

として、便をふやすとか、量をふやすとか、

そういうようなもの自体があるのか、また、

そういうことを考えにゃいかぬのか、その現

状はどうかということです。 

 

○中川政策審議監 物はどんどん、繰り返し

になりますけれども、動かして出しておりま

すので、今の空港のエリアの中で、航空の貨

物便といいますよりも、通常の旅客を乗せる

便でございまして、そのお腹に乗せるという

形で出しております。ですから、これは機材

とセットで動いておりまして、大きな機材が

入ってくることになれば、そのお腹に乗せて

どんどん出せることは可能になります。 

 ただ、その際、航空便の利用になります

と、物すごくその物が、流通コストをかける

価値があるものかということで決まってまい

りますので、そこは経済の原則の中で結果が

出ていくということになります。 

 ですから、熊本から物すごく付加価値の高

いものが出せるようになれば、当然そういう

ニーズもふえてきて、逆に、荷があるから空

港の機材を大きくしようという動きにもなっ

ていく、それは考えられると思います。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 せっかくちょうど空港の形

もどんどん変わって、また逆に言えば、荷を

運ぶ貨物便があれば、いわゆるそこに待機す

るなら金も入るとか、いろいろあったりと

か、もっと利用価値を高めるという角度もあ

るからですね。もし考えられるのであれば、

積極的に考えながら、できるできないは別と

して、頭の中には入れておく必要があるのか

なというふうに思いました。 

 

○ 大造委員 あと１点、せっかくですの

でお尋ねしときます。81ページの外国クルー

ズ船に関してなんですが、ちょっと要望も兼

ねてなんですけれども、私もいろんな方にお

話聞いたり、観光業者の方とか、地元も含め

て聞きましたら、どうもこの大型クルーズ

船、65隻寄港したということですが、カリビ

アン社は、どの船もカジノがあるんですね。

基本的にカジノがある。そして、旅行客が、

上海からの乗船客も4,000人近い方が、１晩

かけて、２泊３日、３泊４日、カジノをする

ために来ているんだと。ですから、熊本で、

なかなか観光目的じゃないんじゃないかと、

そういう話も結構上がってきていまして、幾

ら県が対策しても、なかなかお金を落として

くれないのはそのとおりなんですね。カジノ

をしない人は劇場で金を使う、金を使わせよ

うというふうに船会社自体が促しているんで

すね。 

 ですから、熊本に上陸した時点でもうすっ

てんてんになっているか、もしくは勝ったお

客はまた帰りの、今夜また頑張るぞみたいな

ね、そういうふうなので、ちょっと視点を変

えて、カジノがない旅行客船を呼び込むと

か、視点をがらっと変えて、そういうのでぜ

ひやっていただきたいなと思っています。そ
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の辺どうなっているのか、ちょっと教えてく

ださい。 

 

○小金丸国際課長 国際課でございます。 

 先生の御指摘をいただいたカジノの件で

す。確かに、カジノを楽しまれるお客さんも

多いというふうにお伺いしております。た

だ、やはり構造的な問題として、カジノも一

因かと思いますが、一般的にはやはり所得層

が割と中所得層、中国人のですね、高所得層

ではない方がメーンだということもあり、な

かなかツアー自体の料金も安いということも

あって、まだ地元への経済効果が落ちてない

ところでございます。 

 現在、髙野副委員長からも御質問いただき

ましたが、いわゆる中国の旅行会社のほうに

も、営業先を少し変えたところで、これまで

船会社だけだったところをエージェントのほ

うにも働きかけまして、反応も少しずつ変わ

ってきているところでございます。 

 それから、じゃあ、カジノがない船をとい

うことになりますが、実際、八代港に今入港

している船は、ほとんどが大型クルーズ船と

言われているものでございまして、大体５万

トンを超える、15万トン前後ということにな

りますので、カジノは大体併設されておりま

す。 

 それで、逆に言うと、もう５万トン未満と

か２万トンとか、そういった小さい船を狙う

という方向もあろうかと思いますが、そうい

った船になりますと、逆に中国から出港する

のではなく、ヨーロッパとかアメリカから出

る船というふうになりますので、そこは逆に

八代港だけではなく熊本港に入港するチャン

スもあるということですので、私どもも、そ

ういった小さい船についても、現在誘致を行

っているところでございます。 

 以上です。 

 

○ 大造委員 ぜひ柔軟な発想で対応をお

願いします。 

 以上です。 

 

○石元労働雇用創生課長 先ほど岩本委員の

ほうからございました、働きやすい職場改善

促進事業で、29年度の実績がどれくらいあっ

たのかというような御質問がございましたけ

れども、この働きやすい職場改善促進事業

で、大きく３つぐらいの観点でやっておりま

す。 

 １つは、労働問題講習会ということで、地

域ごとにそういう企業の人事や労務担当者を

対象に各種セミナーを開催しておりまして、

29年度は、県内の各会場で７回開催しており

ます。受講者は、大体700名程度が参加して

おります。 

 また、個別の企業に入り込んだやり方もご

ざいまして、出前勤労者セミナーという形

で、１つの企業に、労働者、使用者ともに参

加するセミナーなんかにも講師を派遣して行

っております。これは、今年度８回、８社行

っておりまして、受講者は282名いらっしゃ

いました。 

 また、個別企業の支援では、働き方の見直

しや就業規則の改正や雇用管理面も含めた専

門的な支援を行うということで、専門的に入

り込んだ支援を行うような活動、アドバイザ

ーの派遣も行っております。これが、今年度

は５社に行っております。 

 最後に、働き方改革推進事業として、経営

者を対象にセミナーを開催しておりまして、

そのセミナーの後、個別相談会なんかも実施

しております。今年度は、11月末に開催して

おりまして、参加者は約110名の参加がござ

いました。 

 以上のような活動を行っております。 

 以上です。 

 

○岩本浩治委員 ありがとうございました。 

 ぜひこれを生かしていければと、そうしま
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すと、ミスマッチが少なくなってくるんじゃ

ないかという感じがします。ありがとうござ

いました。 

 

○早田順一委員長 ほかにございませんか。 

 (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○早田順一委員長 なければ、以上で議案に

ついての質疑を終了します。 

 それでは、付託議案の採決に伴い、環境生

活部が入室するため、ここで約10分間の休憩

をいたします。 

  午後２時15分休憩 

――――――――――――――― 

  午後２時24分開議 

○早田順一委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 それでは、ただいまから本委員会に付託さ

れました議案第45号、第46号、第50号、第51

号、第58号、第59号、第62号から第64号ま

で、第89号、第90号及び第107号について、

一括して採決したいと思いますが、御異議あ

りませんか。 

 (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○早田順一委員長 異議なしと認め、一括し

て採決いたします。 

 議案第45号外11件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

 (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○早田順一委員長 異議なしと認めます。よ

って、議案第45号外11件は、原案のとおり可

決することに決定いたしました。 

 次に、継続審査となっております請第18号

を議題といたします。 

 請第18号について、執行部から状況の説明

をお願いします。 

 

○前野エネルギー政策課長 エネルギー政策

課でございます。 

 請第18号説明資料をお願いします。 

 この請願につきましては、エネルギー政策

課と循環社会推進課に関連しておりますが、

エネルギー政策課から、11月議会後の動きを

中心に状況を説明させていただきます。 

 まず、１、請願の内容でございますが、

①、②、③にありますとおり、３項目ござい

ました。 

 次に、２の請願への対応状況でございます

が、恐れ入ります、裏面をお願いします。 

 裏面の一番上に、２月まで、まち協、天草

市、県との協議状況を記載しております。 

 ２番目のポツにありますとおり、事業者か

ら提出された跡地整備計画などについて、ま

ち協との協議を行っているところでございま

す。 

 山口海運につきましては、12月の本委員会

では、跡地整備計画が提出される予定と説明

しておりました。その後、提出のありました

跡地整備計画につきまして、まち協と協議し

ましたところ、まち協から、掘り下がり採掘

後のくぼ地の埋め戻しを最優先に実施するこ

と、跡地整備には、場内の土石等を使用する

ことなどの要望が出されました。 

 それに対し、山口海運からは、まち協の要

望に対して、可能な限り対応する意向である

ことが示されました。 

 それを受けまして、１月以降、具体的な施

工方法やスケジュール、進捗管理方法等につ

きまして、合意形成を図るための協議を重ね

ている状況でございます。 

 次に、隆勢につきましては、まち協から採

石方法等について意見が出されており、現

在、事業者において、まち協の意見に対する

対応を検討している状況でございます。 

 県におきましては、跡地整備に向けた現地

調査の実施や意見交換を行うなど、事業者が

まち協の意見に対する検討を進めるよう取り

組んでいるところでございます。 

 ４、今後の対応でございますが、(2)に記

載しておりますとおり、県と天草市が、まち

協と事業者の間に立ち、防災対策や景観復元
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を含めた採石場の跡地整備計画及び環境影響

に対するモニタリングなどについて合意形成

を図るため、協議を進めることとしておりま

す。 

 説明は以上でございます。よろしく御審議

のほどお願いします。 

 

○早田順一委員長 ただいまの説明に関して

質疑はありませんか。 

 質疑がなければ、これで質疑を終了いたし

ます。 

 次に、採決に入ります。 

 請第18号については、いかがいたしましょ

うか。 

 (｢継続」と呼ぶ者あり) 

○早田順一委員長 継続という意見がありま

すので、継続についてお諮りをいたします。 

 請第18号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。 

 (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○早田順一委員長 異議なしと認めます。よ

って、請第18号は、継続審査とすることに決

定をいたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りをいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査とすることを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。 

 (｢はい」と呼ぶ者あり) 

○早田順一委員長 それでは、そのように取

り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が４件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、順に報告をお願いします。 

 

○三輪水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 お手元の資料、経済環境常任委員会報告事

項のうち、環境生活部の冊子の１ページをお

願いいたします。 

 水俣病対策の状況につきましては、９月の

常任委員会でも報告させていただいておりま

すが、本日は、それ以降の経緯等につきまし

て御説明させていただきます。 

 まず、１の水俣病対策の主な経緯について

ですが、そこに５項目ございますうち、最初

の２つと最後の２つが認定審査に関する項目

でございます。 

 最初の項目でございますが、昨年10月25日

に、公害健康被害認定審査会の答申を受け、

54件の棄却を決定しております。その後、11

月19日に50件、１月21日に55件、３月11日に

50件の審査を行っているところでございま

す。 

 次に、裁判関係でございますが、同じく１

の水俣病対策の主な経緯についての中段、12

月21日のところをごらんください。 

 国、熊本県及び鹿児島県を被告とします食

品衛生法に基づく水俣病の法定調査の義務づ

けを求める訴訟につきまして、結果、国、県

側の勝訴が確定しております。 

 次に、２の認定業務の状況について御説明

申し上げおります 

 (1)にございますとおり、３月７日現在の

認定申請件数は889件でございます。 

 (2)認定検診の状況ですが、水俣市立総合

医療センターや東京、大阪、名古屋の旧国立

病院等への委託検診のほか、水俣市立総合医

療センターや天草保健所等において、県から

の派遣医師による検診を実施することによ

り、検診の促進に努めているところでござい

ます。 

 (3)認定審査の状況につきましては、今年

度は６回の認定審査会を開催し、計320件の

審査を行っております。 

 次に、３の裁判の状況についてでございま

す。 
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 現在、本県を被告とする国家賠償等請求訴

訟が５件、行政訴訟が１件、合計で６件が提

訴されている状況でございます。詳細は、次

の２ページをごらんいただきたいと思いま

す。 

 ２ページの左から５つ目までが国家賠償等

請求訴訟で、国、県とチッソが被告となって

いる訴訟でございます。一番右側の訴訟は、

本県と鹿児島県が被告となっている行政訴訟

でございます。一番左側の国家賠償等請求訴

訟だけが現在控訴審の段階でございまして、

ほかの５つは地方裁判所で係争中でございま

す。 

 以上が裁判の状況でございますが、いずれ

の訴訟におきましても、県として、司法の場

で主張、立証を行い、適切に対応してまいり

たいと考えております。 

 水俣病審査課は以上でございます。 

 

○久保循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 引き続き、資料の３ページをお願いいたし

ます。 

 復興重点10項目の一つとなっております熊

本地震に係る災害廃棄物の処理について、状

況を御報告申し上げます。 

 まず、１、災害廃棄物処理等の進捗状況の

中で、(1)公費解体及び災害廃棄物の処理状

況ですが、公費解体については、２月末で３

万5,000棟余が終了し、残り154棟となってお

り、進捗率が99.6％、災害廃棄物全体の処理

量が、１月末で298万トン、再生利用率が、

目標の70％を超える75.7％となっておりま

す。 

 処理量については、昨年６月の実行計画改

定時に見直した発生推計量289万トンを既に

オーバーしておりますが、熊本市分が若干ふ

えているためでございます。 

 中段のグラフでは、これまでの進捗状況と

して、地震発生後の災害廃棄物処理における

節目となる出来事とあわせて、公費解体及び

災害廃棄物処理の歩みを記載しております。 

 また、③一般廃棄物処理施設の復旧状況に

ついては、市町村や一部事務組合の焼却場や

し尿処理場など、23施設が被災しましたが、

昨年末までに全て復旧しております。 

 (2)今後の進捗見込みですが、公費解体に

ついては、申請数に対して0.1％ですが、繰

り越して処理せざるを得ない案件が44棟ほど

見込まれております。 

 表のとおり、熊本市においては、多数の所

有者合意に時間を要した分譲マンションや、

建物同士が近接しているために、機械による

解体が難しく、十分なアスベスト対策も必要

な大型ビルなどの案件、ほかの町村では、急

傾斜等における宅地や道路の崩壊により現場

に近づけず、復旧工事後に解体せざるを得な

い案件です。 

 これらのやむを得ない案件を除けば、処理

方針として掲げた、発災後２年以内で処理を

終了する見込みでございます。 

 続けて、４ページをお願いいたします。 

 ２、県設置の二次仮置き場につきまして

は、一昨年９月末から、受託７市町村で、当

時大量に発生していた建物解体による木くず

の処理を開始し、順次、コンクリート、瓦、

混合廃棄物等受け入れを拡大しまして、昨年

１月からフル稼働となりましたが、７市町村

での公費解体がほぼ終了してきたため、本年

２月９日をもって処理を終了しております。 

 その間の処理量は約22万トンで、関係市町

村の建物解体における廃棄物の受け入れを担

うことで、公費解体のスピードアップに貢献

できたものと考えております。 

 今後は、７月までに、建屋や機械設備など

の解体、撤去を行い、10月までにアスファル

ト舗装を撤去し、原状復旧する予定でござい

ます。 

 次に、３、県全体の事業費でございます

が、公費解体を含む災害廃棄物処理について
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は、県全体で1,450億円、廃棄物処理施設の

復旧については32億円となる見込みでござい

ます。財源につきましては、記載のとおりで

ございます。 

 次に、４、その他の廃棄物処理では、地震

後の大雨により海域に流出した流木に対し

て、農林水産部や土木部の海岸管理担当課な

どと連携しまして、国の災害関連補助金によ

り回収及び処理を行っております。平成28年

度は、平成24年九州北部豪雨の際の量を超え

る１万4,000立方メートルを回収しておりま

す。 

 最後に、５、震災で得られた教訓を踏まえ

た取り組みについてですが、まず①九州各県

との広域連携強化には、記載のとおり、環境

省が取りまとめた九州ブロックの行動計画へ

被災県として提言するとともに、昨年11月に

は、発災時の職員派遣や平時の情報共有など

につきまして、九州・山口９県の知事会にお

いて協定を締結したところでございます。 

 また、昨年７月の九州北部豪雨に際しまし

ては、流木処理等に関する技術的支援のた

め、当課職員を福岡県に２週間、延べ４名派

遣したところでございます。 

 また、②民間事業者団体との連携強化につ

きましては、これまでの熊本県産業資源循環

協会及び熊本県環境事業団体連合会との協定

に加えまして、一般廃棄物の処理、収集、運

搬について、熊本県清掃事業協議会と、倒壊

建物の解体、撤去につきまして、熊本県解体

工事業協会と新たに支援協定を締結したとこ

ろでございます。 

 (2)平成30年度の取り組みにつきまして

は、当初予算の災害廃棄物処理支援事業で御

説明したとおりでございます。被災後２年目

まであと１カ月余りで、残りわずかとなりま

したが、事故なく無事に完了するように進め

てまいりますので、引き続き委員各位の御支

援、御協力をよろしくお願いいたします。 

 循環社会推進課からは以上でございます。 

 

○浦田商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 商工観光労働部の経済環境常任委員会報告

資料の１ページ目をお願いいたします。 

 グループ補助金の執行状況等について御報

告いたします。 

 ３段目の帯のところを見ていただきます

と、２月末に541件の交付決定を行い、これ

まで4,649件、約1,311億円の交付決定を行い

ました。 

 また、その右のほうに記載しております

が、先議の委員会でも報告させていただいた

とおり、現在、遡及適用廃止に伴う追加措置

に係る交付決定手続を進めております。な

お、50件ほどの交付決定の追加を予定してい

るところでございます。 

 加えて、左の下のほうの囲みですが、２月

補正予算で計上させていただきました70.3億

円を活用しまして、復興事業計画認定、いわ

ゆるグループ認定に係る第５次交付につい

て、３月19日から５月末日に実施することと

しております。 

 説明は以上でございます。よろしくお願い

いたします。 

 

○武田工務課長 企業局でございます。 

 阿蘇車帰風力発電所２号機の廃止について

御報告します。 

 資料は、企業局分の１ページをごらんくだ

さい。 

 ２号機につきましては、平成28年10月から

異常音が発生したため、運転を停止し、原因

調査を進めてきました結果、異常音の発生箇

所は、タワー上部の機械室内にあります回転

軸の主軸受部分と特定できたところでござい

ます。 

 ただ、四角囲みの下の１、２号機を廃止す

る理由に記載していますが、復旧するために

は、大型クレーンや工場搬送などに多額の費
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用約9,000万円を要し、仮に再稼働できたと

しても、その後の利益では復旧費用を回収で

きる見込みがないことなどにより、２号機に

つきましては、平成30年３月末をもって廃止

することといたしました。 

 廃止の手続や施設撤去の時期等について

は、経済産業省と協議を行っているところで

あります。 

 なお、残りの２基、１号機と３号機です

が、これは現在も順調に稼働しており、再生

可能エネルギー推進の観点からも、当面、固

定価格買い取り制度の適用期間であります平

成37年度を目途として運転を継続してまいり

ますが、今後の稼働状況次第では、風力発電

事業の存続の可否を改めて判断してまいりま

す。 

 裏面２ページに、２号機の故障と対応状

況、また、参考としまして、阿蘇車帰風力発

電所の概要について記載しておりますので、

後ほど御確認いただければと思います。 

 以上でございます。 

 

○早田順一委員長 以上で報告が終了しまし

たので、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。――なければ、これ

で報告に対する質疑を終了いたします。 

 次に、12月の委員会において取りまとめを

御一任いただきました平成29年度経済環境常

任委員会における取り組みの成果について、

お手元に配付のとおり、案を作成しましたの

で、御説明します。 

 この常任委員会における取り組みの成果

は、今年度の当委員会の審議の中で、委員か

ら提起された要望、提案等の中から、取り組

みが進んだ主な項目を取り上げ、３月に県議

会のホームページで公表するものです。 

 項目の選定等については、副委員長及び執

行部と協議し、当委員会としては、６項目の

取り組みを上げた案を作成いたしました。 

 ここに上げた項目は、いずれも委員会審議

により、取り組みが進んだあるいは課題解決

に向けての検討や調査が動き出したようなも

のを選定しております。 

 もちろん、この項目以外の提起された課題

や要望等についても、執行部で調査検討等を

続けておられますが、これらの項目を特に具

体的な取り組みが進んでいるとして取り上げ

ました。 

 それでは、この案につきまして、何か御意

見はございませんでしょうか。よろしいです

か。 

 では、この案でホームページへ記載したい

と思いますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 なお、簡易な文言の整理や最新データへの

時点修正があった場合は、委員長に一任いた

だきたいと思いますが、よろしいでしょう

か。 

 (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○早田順一委員長 それでは、そのようにさ

せていただきます。 

 次に、その他で委員から何かありません

か。――なければ、以上で本日の議題は終了

いたしました。 

 それでは、これをもちまして第７回経済環

境常任委員会を閉会します。 

  午後２時43分閉会 

――――――――――――――― 

○早田順一委員長 なお、本年３月末をもっ

て退職される方が、本日、７名出席されてお

ります。 

 ７名の方々に、一言ずつ御挨拶をいただけ

ればと思いますが、委員の皆様、よろしいで

しょうか。 

 (｢はい」と呼ぶ者あり) 

○早田順一委員長 それでは、１人ずつ、一

言ずつでも結構ですので、御挨拶をお願いし

たいと思います。 

 最初に、奥薗商工観光労働部長、よろしく

お願いします。 
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 (奥薗商工観光労働部長、一労働委員会事

  務局長～武田工務課長の順に挨拶) 

○早田順一委員長 お疲れでございました。 

 なお、今年度最後の委員会でございますの

で、一言御挨拶を申し上げます。 

 この１年間、髙野副委員長を初め、各委員

の御努力によりまして、委員会の活動を進め

てまいりましたが、委員各位におかれまして

は、県政の抱える重要な諸問題につきまし

て、終始熱心な御審議を賜り、まことにあり

がとうございます。 

 各部局長を初め、執行部の皆さんにおかれ

ましても、常に丁寧な説明と答弁をいただ

き、心から厚くお礼を申し上げます。 

 また、先ほど御挨拶をいただきましたが、

この３月をもって勇退される方々におかれま

しては、長い間県政にかかわっていただき、

まことにありがとうございます。 

 御勇退後も、県民の一人として、県政の発

展に御尽力をいただきますとともに、今まで

の経験と知識を生かされて、新たな職場での

御活躍をお祈り申し上げたいと思います。 

 来月で熊本地震から丸２年がたつわけでご

ざいます。これまで皆さん方におかれまして

は、本当に――まだまだ復旧、復興道半ばで

ありますけれども、本当に苦労されたという

ふうに思います。夜見てみると、電気も遅く

までついていたりしましたので、恐らくこの

中の皆さん方も、数多くの方々が夜遅くまで

お仕事をされていたんじゃないかなというふ

うに思っております。本当に頭の下がる思い

でございます。 

 ぜひ、これからも県民の皆様の負託に応え

ていただくようよろしくお願いを申し上げま

すとともに、ぜひ体だけは留意されて、健康

には気をつけていただければというふうに思

っております。 

 最後になりますが、委員各位並びに執行部

の皆さんの今後ますますの御健勝と御活躍を

御祈念いたしまして、御挨拶とさせていただ

きます。本当にお世話になりました。(拍手) 

 次に、髙野副委員長からも御挨拶をお願い

します。 

 

○髙野洋介副委員長 それでは、一言御挨拶

を申し上げます。 

 この１年間、早田委員長のもとで委員会運

営に努めてまいりましたけれども、委員各位

の皆様方におかれましては、大変御指導、御

鞭撻をいただき、まことにありがとうござい

ました。 

 また、執行部の皆様方におかれましても、

真摯な対応をしていただきまして、まことに

ありがとうございました。 

 先ほど、勇退される職員の皆様方、これか

らも体に気をつけられて、御活躍をされるこ

とを心よりお祈り申し上げます。 

 また、本県は、まだまだ復旧、復興に向け

て厳しい状況にありますけれども、委員の皆

様、また執行部の皆様方が一丸となってやっ

ていけば、私は必ずこの熊本は復活するとい

うふうに信じておりますので、これからもし

っかり、我々も頑張ってまいりますので、今

後とも皆様方におかれましても、我々に対し

ましての御指導、御鞭撻をよろしくお願い申

し上げまして、挨拶にかえさせていただきま

す。 

 １年間、ありがとうございました。(拍手) 

○早田順一委員長 これで終了いたします。 

 皆様、大変お疲れさまでした。 

  午後２時52分 
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